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第１部 情報化戦略計画策定にあたって 
 

 

 １ 計画策定の背景 

 

本区では、これまで平成２０年に策定した「新宿区情報化戦略計画」に則り、ＩＣＴを活用し

た業務の効率化を図ってきました。また、増え続けるサイバー攻撃から区民の皆様の大切な情報

を守るため、様々な手段を講じ、セキュアな庁内ＩＣＴ環境を実現してきました。 

 

計画策定から１０年を経た今日、私達を取り巻くＩＣＴの進展には、目覚ましいものがありま

す。区民生活においても、良好な区民サービスの提供においてもＩＣＴはなくてはならない、必

要不可欠なものになっています。最近では、ＩｏＴ（Internet of Things）・ビッグデータ・ＡＩ

（Artificial Intelligence）といった新たなＩＣＴがもたらす無限の可能性が注目されてきていま

す。 

 

国においても、ｅ-Ｊａｐａｎ戦略による通信インフラの整備をはじめＩＣＴを活用した行政サ

ービス・行政運営に力を注ぎ、マイナンバー制度を展開させるなど、ＩＣＴがもたらす様々な効

果に期待を寄せています。また、平成２９年５月３０日には「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官

民データ活用推進基本計画」が閣議決定され、すべての国民がＩＣＴ利活用やデータ利活用を意

識せず、その便益を享受し、真に豊かさを実感できる社会の構築を目指しています。 

 

本区では、このような背景のもと、本区におけるこれまでの情報化推進の成果と課題を踏まえ、

区政運営におけるＩＣＴの役割と方向性を明確化し、区としての情報戦略の理念や進め方を確立

するため、本計画を策定します。  

本計画は、平成３０年度からの基本構想・総合計画をＩＣＴの側面から支える個別計画として、

計画期間を１０年とした情報化に関する「戦略目標」・「重点目標」及び「ＩＣＴの方向性」を掲

げています。今後の情報化施策に関しては、本計画を踏まえながら、ＩＣＴを効果的に活用する

ことで、行政サービスの一層の向上に努めていきます。  

なお、今後の技術革新の動向や国の動向を十分考慮し、適宜、本計画の見直しを行っていきま

す。 
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 ２ 本区におけるＩＣＴの現状と課題 

 

これまでの情報化推進の成果を総括し、本計画をより実効性の高いものとするため、すべての

業務におけるＩＣＴの利用状況調査を実施し、前計画の進捗状況を確認・評価するとともにＩＣ

Ｔ利活用の実態を分析しました。 

さらに、情報システムを適切に構築・活用するための国際的な規格であるＣＯＢＩＴという基

準を用いて、ＩＣＴの導入・運用・評価等の組織的な取組状況（ＩＣＴ成熟度）を評価しました。

（P70「２ 新宿区におけるＩＣＴの組織的な取組状況（平成２８年度のＩＣＴ成熟度）」参照） 

以下に、本調査で明らかになった主なこれまでの成果と今後の課題を示します。 

 

 

 １ これまでの主な成果 

 

■ 庁内５５所属、２２１業務でＩＣＴが活用され、行政サービスに貢献しているシステム

が大幅に増加しました。 

 

■ ＣＭＳの導入により、利用者にわかりやすく使いやすい区公式ホームページを再構築し

ました。 

 

■ インターネットからの利用が可能な公共施設利用予約システムの導入、東京電子自治体

共同運営協議会において開発した電子申請・電子調達システムの導入を進め、既存サー

ビスの電子化を実現しました。 

 

■ 地方公共団体を結ぶＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）へ接続し、区役所の電子化を

進めました。 

 

■ 情報セキュリティ対策として、職員に対する情報セキュリティ教育、情報セキュリティ

内部監査を実施し、個人情報の保護等に努めてきました。 

 

■ 主系システムを本庁舎外に設置・運用することで、大規模災害などが発生し本庁舎に被

害が及んでも、重要データの消失や長期間に渡り運用が停止しないための対策を実施し

ました。 
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 ２ 今後の主な課題 

 

■ 区民サービスに直接結びつく情報化の推進 

区民が直接利用できるシステムは全体の１７．３％にとどまっており、内部の事務改

善を目的としたシステム開発が依然として多い傾向にあります。今後は、インターネッ

トやスマートフォンなどのモバイル機器の急速な普及を踏まえ、区民満足度を高めるた

め、区民に身近なＩＣＴにより区民が直接アクセスできる仕組みを提供していく必要が

あります。 

 

■ 区民や地域の課題解決に役立つＩＣＴの活用 

ワンストップでの子育てに関する行政手続が可能となるマイナポータルの開設など、

区民や地域の課題解決に向けたＩＣＴの活用が始まっています。今後は、区が保有する

様々なデータを誰もが二次利用可能な形式で公開する「オープンデータ」を積極的に推

進していきます。利用者のニーズに合ったデータを公開することにより、区民や地域に

よる新たな産業やサービスが創出され、地域の活性化や地域の課題解決につながること

が期待されます。 

 

■ システムや情報の連携強化 

相互に連携し、情報共有を実現しているシステムは全体の６割程度となっています。

今後は、標準仕様に基づくシステム統合を更に推進するとともに、外部ネットワークを

介した新たなサービスにも柔軟に対応できる仕組みを検討するなど、システム連携を着

実に強化していきます。 

 

■ 情報セキュリティ対策の充実 

ＩＣＴの進展に伴い標的型攻撃やランサムウェアなどの新たな脅威が生じています。

今後は、これら既知の攻撃や未知の脅威から的確に個人情報を保護するため、様々な攻

撃に応じた防御システムの検討や職員の意識向上など、環境の変化に合った情報セキュ

リティ対策の見直しと改善を図っていきます。また、災害などの非常時に業務やサービ

スへの影響が最小限となるよう、システムの安定確保に努めていきます。 

 

■ 先進技術を活用した情報システムの検討 

近年、ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩ（人工知能）といった先進技術の利活用事例が増

えています。例えば、機械学習を活用したリアルタイムの自動音声翻訳などが既に実サ

ービスとして登場しています。今後は、これらの技術の調査・分析を行い、その影響度

や可能性を探ることで、区民サービスにおける利活用の方向性について柔軟かつ慎重に

検討していきます。 
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 ３ 課題を解決していくために 

 

これまでの情報化推進の結果、数多くの事業においてＩＣＴが活用され、事務改善、コスト削

減、事業効率化に寄与してきました。現在では、ＩＣＴは行政サービスを提供するために必要不

可欠なものとして位置づけられています。 

一方で、頻発する制度改正やＩＣＴの高度化に伴い、急速な技術進歩への対応、機器更新スケ

ジュールの管理、導入・運用コストの削減、サイバー攻撃等への対策など、ＩＣＴに係る課題も

複雑化・多様化してきています。 

今後は、本調査で明らかになった情報化の現状や課題を踏まえ、組織的な取組みを進めていく

必要があります。 

そのためには、本計画で今後の取組みを明確化し、区民や企業と情報共有しながら実施・評価・

改善をしていくことで、情報システム全体の最適な活用を図っていくことが必要です。 
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 ３ 情報化に対する区民の意識 

 

近年、スマートフォンの普及、ＩｏＴの進展、ネットワークの高速化・大容量化などにより、

暮らしに必要な情報やサービスも、インターネットなどを介して様々な形で区民の生活に浸透し

ています。さらに、月毎、日毎という定期的な情報だけではなく、リアルタイムでの情報の送受

信も可能になりました。しかし、その利用範囲の大半が、個々人の生活や興味の領域にとどまり、

行政サービスへの利用は十分とは言えません。さらに、地域社会では、生活形態の多様化や少子

高齢化、日常生活における安全安心への不安など、複雑な要素が絡み合った課題が残されており、

地域の実情に応じた課題解決の手法が必要となっています。 

本計画では、このような地域における区民生活の実態やＩＣＴの現状を捉え、豊かな区民生活

を支える区政運営のために、ＩＣＴが果たすべき役割を問い直していきます。 

 

 

 １ 平成２９年度区民意識調査結果 

 

■ 所有する情報通信機器 

平成１９年度調査時点では「携帯電話・ＰＨＳ」が７割台半ばを超えていましたが、

スマートフォンの普及により「スマートフォン」が約７割となり、「携帯電話・ＰＨＳ」

が３割弱と減少しています。また、「パソコン」が６割台半ばを超え、平成１９年度調査

時点の６割台半ば近くから微増しています。 

 

■ 普段インターネットを利用する際に使用している情報通信機器 

インターネットの利用状況は、平成１９年度調査時点での約７割から約９割へと増加

しており、インターネットを利用する際、「スマートフォン」の使用が６割台半ばを超え

最も高くなっています。次いで、「パソコン」の使用が５割台半ば近くと続いています。 

 

■ インターネットで利用しているサービス 

「必要な情報を調べたり、ダウンロードする」が８割台半ばを超え最も高く、「メール

をする」が８割弱で続きます。また、「買い物やオークション等をする」「映像や音楽を

視聴する」が５割強となっています。 
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 ２ 平成２８年度区政モニターアンケート結果 

 

■ 区公式ホームページについて 

「閲覧したことがある」が４割台半ば近くとなっており、平成１９年度の６割弱から

減少しています。「区公式ホームページを見たことがない理由」では「区政情報を必要と

する機会がなかった」が５割強で最も高く、年代別でみると、１０代・２０代が８割台

半ばを超えて最も高くなっています。「ほしい情報の見つけやすさ」では「すぐに見つか

った」が５割弱ですが、２７年度の６割台半ば近くから減少しています。 

 

■ 区公式ツイッター・フェイスブックについて 

「区公式ツイッター・フェイスブック」の認知度は、「両方知らなかった」が８割強と

なっています。「発信が必要だと思う情報」では「災害等緊急情報」が７割近くで最も高

く、次いで「イベント情報」が約５割、「地域のニュース」が３割台半ば超えと続いてい

ます。 

 

 

 ３ 区民意識調査及び区政モニターアンケートにおける区民の情報化の動向 

 

【現状】 

■ スマートフォンの普及により、情報通信機器の所有率が増加 

■ インターネットでのサービス利用が定着 

 

【情報化への要望】 

■ 区のホームページによるわかりやすい情報提供 

■ 災害情報や地域のイベント情報など、区民生活に密着した情報が容易に得られる仕組み 

 

【その一方で】 

■ 区公式ホームページによる区政情報の利用度が低い 

■ 区公式ツイッター・フェイスブックの認知度が低い 

 

【今後の方向性】 

■ 情報通信技術の進化やインターネットの普及により、区民生活に密着した情報を、スマ

ートフォンなどの身近な端末で提供できる仕組みの構築が必要 

■ 区民生活における様々な機会を捉え、必要な情報をわかりやすく積極的に提供するとと

もに、区民の利便性向上を図るためのＩＣＴ利活用が必要 
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 ４ 計画の改訂にあたって 

 

本区では、2018 年 3月に本計画を策定し、区政運営におけるＩＣＴの役割と方向性を明確化

し、区としての情報戦略の理念や進め方を確立して３年が経過しました。 

 

2020 年 7月、政府は『世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進計画』を閣議

決定しました。今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大下で、デジタル対応について様々な

課題が浮き彫りになったことを踏まえ、直近の取り組みとしての新型コロナウイルス感染症拡大

防止に向けたＩＣＴの活用と、デジタル強靭化による社会構造の変革・社会全体の行動変容の両

面について、特に重点を置いて取り組むものとしています。 

 

具体的には、急速に進展するデジタル技術を徹底的に活用し、国、地方公共団体、民間事業者、

国民その他誰もが、あらゆる活動においてデジタル技術の便益を享受できるようにする必要があ

り、地方や民間部門のデジタル化を推進し、デジタルを前提とした新たな時代にふさわしい環境

整備を進めていくことが急務であると謳われています。 

 

さらに、2020年 12月、総務省は『自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推

進計画』を策定し、『デジタル・ガバメント実行計画』（2020 年 12月 25日閣議決定）におい

て示された自治体関連の各施策について、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化す

るとともに、総務省及び関係省庁による支援策等をとりまとめ、デジタル社会の実現に向けた取

組みを全自治体において着実に進めていくこととしました。 

 

こうした社会状況の変化等を踏まえ、手続きのオンライン化の推進や情報システムの標準化に

加え、クラウド化、AI・RPA 等の新たなＩＣＴの活用推進など、本区における行政のデジタル化

を抜本的に進めるため、令和 3（2021）年 3月、本計画を改訂するものです。 

 

 

 計画改訂の背景 

 

 新型コロナウイルス感染症拡大・新たな日常（ニュー・ノーマル）への対応に係る要請 

 行政手続の簡素化・オンライン化など、行政のデジタル化に向けた要請 

 デジタル 3原則（デジタルファースト・ワンスオンリー・ワンストップ）への対応 

 「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」への対応 

 情報システム標準化・共通化、マイナンバーカード普及促進、AI・RPA等の利用促進、

デジタル人材育成など 
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 現状と課題 

 

 新型コロナウイルス感染症拡大に係る現状と課題 

 来庁による行政手続（本人確認・申請・添付書類提出）、書類等の受け渡し 

 会議、イベント、来庁時等の密集・密接・密閉 

 出勤抑制・勤務時間退縮等による業務効率・区民サービスレベルの維持 

 行政のデジタル化・行政手続オンライン化に係る現状と課題 

 紙ベースの申請、申請書への押印、来庁による窓口での本人確認 

 申請用紙をベースとした申請内容チェック・添付書類確認・審査 

 システムへの手作業による申請情報入力、手作業によるデータ加工・統計処理 

 業務システム間の情報連携の困難性（情報項目、語彙、連携 I/Fの相違等） 

 その他の課題 

 情報保護・情報セキュリティ 

 オンライン申請時のなりすまし、申請データ盗聴・改ざん 

 Web会議への不正アクセス・妨害・盗聴・情報漏えい 

 庁舎外への情報資産持ち出しによる情報紛失・盗難等の漏えい 

 労務管理等 

 勤務体系の制約、勤務公署、職務専念、勤怠管理、実績評価 

 業務システム運用負荷の増加（法改正対応、システム運用管理） 

 義務的負荷、投資的対応（BPR、ICT 利活用、データ利活用）に係る人材不足等 

 

 

 新型コロナウイルス感染症拡大・新たな日常への対応 

 

 区民等の来庁による接触機会の低減・利便性向上 

 Web会議等の活用（リモート会議・説明会、オンライン相談・通訳等） 

 申請様式の公開徹底・郵送申請の拡充、キャッシュレス決済の拡充 

 イベント申込み・アンケート等のオンライン簡易申請 

 パンデミック発生時の業務効率の維持・区民サービスの継続 

 テレワーク（在宅勤務、モバイルワーク）による新たな働き方等への対応 

 働き方改革による働き易さ・ワークライフバランスの実現 

 働き方改革に対応できる制度運用の確立（労務管理、勤怠管理等） 

 その他、ニュー・ノーマルに向けたＩＣＴ利活用への対応 

 児童生徒の自宅学習・オンライン教育、在宅医療・防犯防災対策等への対応 
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 行政のデジタル化・行政手続オンライン化等への対応 

 

 行政手続に係る業務の見直し・改善 

 行政手続の簡素化・添付資料の省略 

 行政手続のオンライン化（電子申請等）の推進 

 行政のデジタル化・スマート化を推進できる業務システムの整備 

 業務プロセス・情報システムの標準化、紙資料のペーパーレス化の推進 

 基幹業務システムの見直し、窓口業務の効率化・区民サービス向上 

 自治体クラウドへの移行、民間クラウドサービスの有効活用推進 

 新たなＩＣＴを活用した業務効率化・データ利活用推進 

 AI/RPA 等による業務の自動化・高速化 

 その他の行政のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）に向けた対応 

 先駆的社会インフラ網（5G・次世代信号、IoT・自動運転等） 

 マイナンバーカードの利用拡大、今後のデジタル・ガバメントへの対応 

 

 

 情報保護・情報セキュリティ、人材育成・体制整備等への対応 

 

 情報保護・情報セキュリティ対策の強化 

 オンライン申請時の電子証明書による本人確認・申請書の真正性確認 

 Web会議等への不正アクセス・情報漏えい防止対策 

 業務見直し・改善の推進体制の強化 

 ＩＣＴ利活用による業務改善を推進できる人材育成 

 業務見直し・改善（BPR）を牽引できる外部人材の有効活用 
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第２部 情報化戦略計画の基本事項 
 

 

 １ 計画策定の目的 

 

基本構想・総合計画の実現に向け、ＩＣＴの役割と方向性を明確化します。 

 

基本構想では、「自治意識の高まり」「共生の重視」「未来への責任」の視座から基本理念を挙げ

ています。そして、基本理念を踏まえた「めざすまちの姿」や「まちづくりの基本目標」を実現

していくにあたっての区政運営の基本姿勢を示しています。 

 

本計画は、このような区政運営にあたっての取組みを踏まえ、区民や地域、そして、区におけ

るＩＣＴの役割と方向性を明らかにし、区の情報戦略の理念や進め方を確立するために、基本構

想、総合計画を受けて策定するＩＣＴ分野における個別計画です。 

 

 

 ２ 本区におけるＩＣＴの役割 

 

ＩＣＴを効率的かつ効果的に利活用した電子自治体を構築し、区民が「利便・活力・

効率」を実感できる行政サービスを創造します。 

 

基本構想がめざす新宿区の姿を実現するためには、区民と行政が一体となって、たゆまぬ改革

を推し進めていかなければなりません。こうした中で、行政サービスの質的向上・区民満足度の

向上と、行政の簡素・効率化を同時に実現するために、ＩＣＴの便益を最大限に活用する電子自

治体を構築することで、改革への取組みを下支えします。 

本計画は、これまでの計画に引き続き、総務省「電子自治体推進指針」において目標として掲

げられた「利便・効率・活力を実感できる電子自治体の実現」を踏まえ、単に情報化を推進する

だけでなく、ＩＣＴを効果的かつ効率的に利活用することで、情報化の恩恵である「利便・活力・

効率」を区民が実感できる行政サービスの創造を目指していくものです。 
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 ３ ＩＣＴ利活用の方針 

 

ＩＣＴは、時間や距離という情報の流れの制約や組織の枠組みを越えて、様々な資産を相互に

連携・融合し、新たな価値を創造できる構造改革力を持っています。パソコンやネットワークな

どのＩＣＴ基盤を積極的かつ適正に利活用し、ＩＣＴの構造改革力を発揮させることで、重複投

資の排除やシステム間の相互運用性の向上を図るなどの改革を行い、人・モノ・金・情報、そし

て、サービスの価値を最大化することが可能となります。 

本計画では、このようなＩＣＴ利活用を推進し、区民サービスと区政運営の質をさらに高める

ため、引き続き、以下の２つを方針として掲げていきます。 

 

 

 ＩＣＴ利活用方針１ 

 

区民や職員が相互にＩＣＴの効果を実感できるように、区民視点と費用対効果の視点

でＩＣＴを利活用します。 

 

ＩＣＴの利活用にあたっては、時間と距離の制約を大幅に縮める可能性を持つＩＣＴの特性を、

区民の視点に立って有効かつ効率的に用い、地域の課題を克服するために役立てることが大切で

す。また、ＩＣＴ導入効果の最適化を重視することで、生産性の向上と新しい価値の創造や多様

性への対応に結びつけます。いずれの視点からも、行政のみで取り組むのではなく、区民やＮＰ

Ｏ、民間事業者等との連携を積極的に進めていくことが必要となります。 

 

 

 ＩＣＴ利活用方針２ 

 

自区開発・運用で培われた職員のＩＣＴスキルとマネジメント力を活かし、外部の専

門性も有効活用しながら新たなテクノロジーに対応したＩＣＴ利活用を推進します。 

 

本区では、業務改善からシステム設計、開発、法改正対応などの運用に至るまで、その大部分

を、職員の手によって実現しています。この経験によって得られた技術力やノウハウは、外部委

託によるコスト増の抑制のみならず、新宿区固有の知的・人的財産として、他にはない”新宿区

の強み”でもあります。 

本区は、この貴重な財産の価値をさらに高め、全職員で共有するとともに、外部の専門性を効

果的に活用しながら、急速に進化する新たなテクノロジーにも対応したＩＣＴ利活用を推進し、

変化に柔軟に対応でき、費用対効果の高い区民サービスを実現します。 
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 ４ 戦略目標 

 

本区の強みであるシステム開発に関する技術力とマネジメント力を生かし、現在のＩＣＴが抱

える課題である「区民や地域、行政内部でのＩＣＴ効果が実感しにくい」という実態を踏まえ、

今後１０年間におけるＩＣＴ利活用の推進に向けた３つの戦略目標を掲げます。 

「戦略目標」は、本区において実施したＩＣＴ利活用状況調査やＩＣＴ成熟度評価で明らかに

なった区が抱える課題やＩＣＴの現状を踏まえ、特にＩＣＴが担うべき役割である「利便」・「活

力」・「効率」という視点に基づき、３つの事業領域に分類したものです。 

 

 

 戦略目標１ 利便性を実感できる行政サービスの提供 

 

この戦略目標では、区公式ホームページの充実やソーシャルメディア等の活用、並びに、行政

情報のオープンデータ化の推進等により、区民視点で、質の高い、行政情報の提供を進めていき

ます。 

また、業務の棚卸や業務改革によって行政手続を簡素化するとともに、様々な行政サービス分

野において、マイナポータル等のＩＣＴを利活用したワンストップサービスの実現に取り組んで

いきます。 

そして、より多くの区民がＩＣＴの恩恵を享受できるよう、ＩＣＴを使わない人や外国人の方々

にも配慮しながら、区民等が利便性を実感できる行政サービスの提供・創造を推進し、区民の満

足度を高めていきます。 

 

 

 戦略目標２ 地域の活力を活かした地域課題の解決 

 

この戦略目標では、区民意見等の収集・分析機能の強化やマイナポータルを活用した双方向の

情報共有、財政状況の開示や行政情報のオープンデータ化を進め、区民や地域との情報共有を推

進していきます。 

また、教育環境や図書館等の区施設におけるＩＣＴ利活用をはじめ、福祉・子育て・健康等の

様々な分野におけるＩＣＴ化によって、区民の誰もがいきいきと暮らせる地域社会の実現に寄与

していきます。 

さらに、防犯防災情報の発信や地理情報のオープンデータ化を推進し、安全で安心な暮らしや

すい生活環境づくりを進めます。 

加えて、新宿区の観光資源やまちの魅力の情報発信のほか、文化・観光・産業振興等の各分野

でのＩＣＴ利活用により、新宿区の個性と地域の力を活かした地域社会づくりを進め、地域の様々

な主体との協働によって、地域課題の解決に取り組んでいきます。 
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 戦略目標３ 効果的・効率的な行政の推進 

 

この戦略目標では、ＩＣＴの利活用による業務の合理化・高度化や基幹業務システムの着実な

運用をはじめ、庁内システムの統廃合や情報連携機能の強化等によって、全庁ＩＣＴ基盤の最適

化を推進し、新たなサービスの創出につなげていきます。 

また、外部の専門性を活用し、情報処理業務の効率化を進めるとともに、情報セキュリティ対

策の徹底や業務継続性の向上に取り組みます。 

さらに、全庁システムの計画的な更新によって、ＩＣＴコストの平準化・適正化を進めるとと

もに、ＩＣＴ投資効果の最大化を図ることで、効果的・効率的な行政を推進していきます。 

 

 

 ５ 計画の体系 

 

本計画では、「戦略目標」として掲げた３つの目標とは別に、「戦略目標の実現に向けた共通事

項」を設けます。これは、３つの「戦略目標」をより効果的かつ確実に推進するために必要な事

項であり、情報化の基盤となるものです。 

次に、３つの「戦略目標」及び「戦略目標の実現に向けた共通事項」の実現に向け、今後、重

点的に取り組むべき事項を「重点目標」として掲げます。 

さらに、「重点目標」を支え、区政の課題解決に結びつけるための「ＩＣＴの方向性」を示しま

す。本区では、ここに掲げる「ＩＣＴの方向性」を踏まえ、ＩＣＴの効果を最大化し、区民が利

便・活力・効率を実感できる「行政サービス（具体的な取組み）」を創造していきます。 

 

 

戦略目標１ 重点目標１－１ ＩＣＴの方向性① 具体的な取組み

ＩＣＴの方向性② 具体的な取組み重点目標１－２戦略目標２

戦略目標３

戦略目標の実現に

向けた共通事項
重点目標１－○ ＩＣＴの方向性○ 具体的な取組み

・

・
・
・

・

・
・
・

 

 

 

第１部（計画策定の背景、本区におけるＩＣＴの現状と課題、情報化に対する区民の意識）と

第２部（計画策定の目的、本区におけるＩＣＴの役割、ＩＣＴ利活用の方針、戦略目標）を踏ま

えて、本計画の体系を以下にまとめました。 
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重点目標 ＩＣＴの方向性 

  

戦略目標１ 利便性を実感できる行政サービスの提供 

１－１ 区民視点で、質の高い行政情報

の提供 
① 区民が必要とする情報を「見やすく、わかりやすく、探しやすく」提供します。 

１－２ ワンストップサービスの実現

に向けた業務改革の推進 

① 行政手続等のオンライン化や休日夜間の行政手続を可能とするためのしくみづ

くりを推進します。 

② 多様な決済手段を活用した電子納付を推進します。 

③ 様々な行政手続に利用できる汎用性の高いＩＣカード等の活用を目指します。 

④ 医療･保健･福祉分野全般にわたる行政サービスの情報化を推進します。 

⑤ 多言語対応による窓口サービスの充実を進めます。 

１－３ 区民がいつでもどこでも必要

な情報が容易に得られるＩＣ

Ｔの活用推進 

① 多様なメディアを活用した区政情報の提供・発信を推進します。 

１－４ 区民のＩＣＴ利活用の推進 ① 区民の安全なＩＣＴ利活用を推進します。 

１－５ 新たな情報通信技術を活用し

た行政サービスの充実 
① 新たなＩＣＴを活用した行政サービスの創出を進めます。 

戦略目標２ 地域の活力を活かした地域課題の解決 

２－１ 区民や地域との情報共有によ

る自治のまち新宿の推進 

① 区民意見の収集機能を強化し、積極的な区民参画を推進します。 

② 区民ニーズの収集･分析による区民意見の政策反映を推進します。 

③ 財政状況をわかりやすく開示し、区政の透明性を高めます。 

④ 区民や地域と共に創る地域情報の窓口づくりを進めます。 

⑤ 参画と協働の推進に向けた情報発信を充実します。 

２－２ 共に生きる地域社会の実現に

向けたＩＣＴ利活用の推進 

① 教育環境の充実に向けてＩＣＴ利活用のしくみづくりを進めます。 

② 区施設における地域情報と地域コミュニティの活動拠点としてのＩＣＴ利活用

を推進します。 

③ 区民の誰もがいきいきと暮らせる地域社会づくりに努めます。 

２－３ 安全で安心な暮らしやすい生

活環境づくりの推進 

① ＩＣＴを効果的に利活用した安全安心のまちづくりの実現を目指します。 

② 地理情報等を活用した暮らしやすい生活環境づくりを進めます。 

③ 次世代の安全安心な地域社会の実現に向けた展望を示します。 

２－４ 新宿の個性と地域の力を活か

した多様で豊かな地域社会の

実現 

① 「賑わい都市・新宿の創造」に向け、まちの魅力の発信を推進します。 

② 文化・観光・産業振興等の各分野でのＩＣＴ利活用を推進します。 

③ 東京２０２０大会を見据えた地域社会におけるＩＣＴの利活用を推進します。 

２－５ 新たな情報通信技術を活用し

た地域課題の解決 
① 新たなＩＣＴの利活用による地域課題の解決を推進します。 

戦略目標３ 効果的・効率的な行政の推進 

３－１ 全庁ＩＣＴ基盤の最適化によ

る新たなサービスの創出 

① イントラネットの機能強化により、業務の合理化・高度化を推進・強化します。 

② コストと安定性を両立した基幹業務システムを目指します。 

③ 庁内の情報システムの最適な利活用を推進します。 

④ 全庁的なシステム連携の強化を図り、情報の利活用を推進します。 

⑤ 勤務形態の多様化に対応できるＩＣＴ利用環境づくりを進めます。 

３－２ 外部の専門性を活用した情報

処理業務の効率化 

① 外部の様々なサービスや新たなＩＣＴを有効活用し、効果的なシステム導入と

業務の効率化を推進します。 

３－３ 情報セキュリティ対策の徹底

と業務継続性の確保 

① 情報セキュリティ内部監査等の充実を図り、区の情報セキュリティレベルを更

に向上させます。 

② 全庁ＩＣＴ基盤の情報セキュリティ対策を強化し、情報の消失や漏えいを未然

に防ぎます。 

③ システム障害や大規模災害から情報を守り、業務の継続性を高めます。 

３－４ ＩＣＴ投資効果の最大化によ

る効果的・効率的な行政の推進 

① ＩＣＴ利活用に関する各種手順等の標準化・庁内活用推進等によるＩＣＴ投資

効果の最大化を図ります。 

戦略目標の実現に向けた共通事項 

４－１ ＩＣＴ人材の育成 
① ＩＣＴを効率的・実践的に活用できる人材を育成します。 

② 情報戦略を立案・実行・評価できる人材を育成します。 

４－２ 情報化戦略の推進体制強化 
① 現行の情報化推進体制について、政策提案機能をより一層強化します。 

② 情報化の推進において、区民・関連団体との連携を強化します。 
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第３部と第４部では、今後区が実施していく情報化施策等について、「ＩＣＴの方向性」ごとに

記載します。 

なお、第３部は３つの「戦略目標」に関する内容、第４部は「戦略目標の実現に向けた共通事

項」に関する内容になります。 

 

【第３部・第４部の記載内容】 

 

 

  

ＩＣＴの方向性 

現状・課題等 

取組みの方向性 

取組内容 

上記の取組内容の 

うち新宿区の計画 

事業に該当するも 

のについては、目 

標や年度ごとの事 

業内容等をボック 

スにまとめて記載 

しています。 

取組内容の文言については、以下のとおり使い分けています。 

 

【促進】・・・・ＩＣＴに係る現在の取組みを更に効果的に進めていくもの 

【推進】・・・・ＩＣＴの進展状況を踏まえ、現在の取組みを一層充実させていくもの 

【活用】・・・・ＩＣＴに係る新たな仕組み等を利活用していくもの 

【検討】・・・・具体的なＩＣＴ利活用に向けて検討していくもの 

【調査研究】・・ＩＣＴ利活用の有効性・実現性等を検証していくもの 
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第３部 戦略目標達成のための取組み 
 

 

 戦略目標１ 利便性を実感できる行政サービスの提供 

 

この戦略目標では、以下の５つを「重点目標」として掲げます。 

 

■ 重点目標１－１ 区民視点で、質の高い行政情報の提供 

 

■ 重点目標１－２ ワンストップサービスの実現に向けた業務改革の推進 

 

■ 重点目標１－３ 区民がいつでもどこでも必要な情報が容易に得られるＩＣＴの活用推進 

 

■ 重点目標１－４ 区民のＩＣＴ利活用の推進 

 

■ 重点目標１－５ 新たな情報通信技術を活用した行政サービスの充実 

 

 

重点目標 ＩＣＴの方向性 

  

戦略目標１ 利便性を実感できる行政サービスの提供 

１－１ 区民視点で、質の高い行政情報

の提供 
① 区民が必要とする情報を「見やすく、わかりやすく、探しやすく」提供します。 

１－２ ワンストップサービスの実現

に向けた業務改革の推進 

① 行政手続等のオンライン化や休日夜間の行政手続を可能とするためのしくみづ

くりを推進します。 

② 多様な決済手段を活用した電子納付を推進します。 

③ 様々な行政手続に利用できる汎用性の高いＩＣカード等の活用を目指します。 

④ 医療･保健･福祉分野全般にわたる行政サービスの情報化を推進します。 

⑤ 多言語対応による窓口サービスの充実を進めます。 

１－３ 区民がいつでもどこでも必要

な情報が容易に得られるＩＣ

Ｔの活用推進 

① 多様なメディアを活用した区政情報の提供・発信を推進します。 

１－４ 区民のＩＣＴ利活用の推進 ① 区民の安全なＩＣＴ利活用を推進します。 

１－５ 新たな情報通信技術を活用し

た行政サービスの充実 
① 新たなＩＣＴを活用した行政サービスの創出を進めます。 
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 重点目標１－１ 区民視点で、質の高い行政情報の提供 

 

 

ＩＣＴの方向性① 区民が必要とする情報を「見やすく、わかりやすく、探し

やすく」提供します。 

 

区公式ホームページやマイナポータル等の様々な媒体を通じ、必要とする情報がすぐに見つか

り、誰もが見やすく、わかりやすく、探しやすい、迅速な情報提供を推進します。また、公開し

た情報を誰もが二次利用できるよう、行政情報のオープンデータ化を推進します。さらに、新た

な情報技術を活用した情報提供のあり方を検証していきます。 

 

具体的な取組み 

 

 誰にでも見やすく探しやすい区公式ホームページを整備します 

 

 区公式ホームページの充実 

 

 区公式ホームページのユニバーサルデザインの推進 

 アクセシビリティチェックの継続（ＪＩＳＸ８３４１適合レベルＡＡ準拠） 

 アクセシビリティ及びユーザビリティの更なる向上 
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 区民等が必要とする区政情報の公開を促進します 

 

 コンテンツマネジメントシステム（ＣＭＳ）の活用・促進 

 重要なお知らせ、イベント情報、新着情報等の積極的な活用 

 ＣＭＳとオープンデータとの連携強化など 

 

 ツイッター、フェイスブック等のソーシャルメディアの活用・推進 

 

 情報提供ツール作成ガイドラインの充実 

 行政情報の迅速な公開・更新等 

 

 オープンデータ化の推進 

 行政情報のオープンデータ化、データ等の標準化 

（イベント情報、公共施設情報、行政サービス情報、地図情報等） 

 

 バリアフリーマップ及びアプリの活用推進 

 

 申請様式の電子化・公開の徹底、郵送申請等への対応強化 

 

【関連】 

オープンデータの推進 P28、P31、P34、P39、P41、P42、P46 

 

 区民等が必要な情報がすぐに見つかる仕組みを整備します 

 

 ご意見・ＦＡＱシステムの充実 

 

 くらしのガイドの電子化・活用推進 

 

 マイナポータルによる行政サービス情報の検索・提供 

 

【関連】 

マイナポータルの活用 P20、P21、P30、P38 
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 様々な情報提供ツールを活用し情報提供機能を強化します 

 

 スマートフォン用アプリ等の活用・推進 

 

 デジタルサイネージの活用・推進 

 

 ＡＩ・チャットボット等の新たな仕組みの活用・検討 
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 重点目標１－２ ワンストップサービスの実現に向けた業務改革の推進 

 

 

ＩＣＴの方向性① 行政手続等のオンライン化や休日夜間の行政手続を可能

とするためのしくみづくりを推進します。 

 

マイナンバー制度の施行を機に、行政手続等に係る業務の棚卸や業務改善によって、行政手続

に必要な添付書類の省略など、行政手続の簡素化を進めるとともに、電子申請サービス等の充実

により、区民の利便性向上に努めます。また、住民票や税証明等のコンビニ交付サービスの提供、

マイナンバーカードの有効活用、新たなデバイスを活用した行政手続のオンライ化等の検証を進

め、区民が「いつでも、どこからでも、容易に、一括して」行政サービスを受けられるワンスト

ップサービスの実現に向けて取り組んでいきます。 

 

具体的な取組み 

 

 行政手続等のオンライン化を推進します 

 

 行政手続等に係る業務の棚卸・業務改善・簡素化（添付資料の省略）推進強化 

 

 共同運営電子申請（汎用申請・簡易申請）サービスの拡充・活用【計画事業】 

 

 共同運営電子調達の推進 

 

 マイナポータルを活用した電子申請サービスの拡充 

 子育て・介護・被災者生活支援等ワンストップサービス等 

 

【関連】 

マイナポータルの活用 P18、P21、P30、P38 
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 マイナンバー制度への着実な対応を推進します 

 

 情報提供ネットワークシステムを介した他自治体等との情報連携推進 

 

 マイナポータルを活用したワンストップサービスの充実 

 行政サービス検索、電子申請、お知らせ、アンケート等 

 

 マイキープラットフォームの活用に向けた検討 

 図書館等でのマイナンバーカードの活用、自治体ポイント等 

 

 マイナンバーカードの普及に向けた調査研究 

 

 今後の対象事務拡大への着実な対応 

 

【関連】 

マイナポータルの活用 P18、P20、P30、P38 

マイキープラットフォームの活用 P37、P39 

 

 マイナンバーカードを活用した各種証明書の交付サービスを提供します 

 

 住民票・印鑑証明・税証明等のコンビニ交付対応 

 

 新たなデバイスを活用した行政手続等のオンライン化を検討します 

 

 スマートフォン等を活用したオンライン申請等の検討 

 

関連する計画事業 

 

事業名 行政手続のオンライン化等の推進 所管部 総合政策部 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

電子申請等の推進 ・電子申請等の推進   
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ＩＣＴの方向性② 多様な決済手段を活用した電子納付を推進します。 

 

現行のコンビニ収納サービスに加え、新たにパソコンやスマートフォンから２４時間納付手続

きが可能となるクレジットカードによる決済手段を活用した公金納付を可能とし、区民の納付機

会の拡充と利便性の向上を図ります。また、新たなＩＣＴを活用した決済手段に係る調査研究を

進め、区民や利用者の更なる利便性向上に努めます。 

 

具体的な取組み 

 

 公金収納マルチ化により納付チャネルを拡大します 

 

 クレジットカード納付の活用推進 

 

 キャッシュレス決済の導入【計画事業】 

 交通系電子マネー決済・Pay Pay・LINE Pay 等 

 

 新たなＩＣＴを活用した決済手段に係る調査研究 

 区民の利便性・手数料負担・費用効率性・効果など 

 

関連する計画事業 

 

事業名 
多様な決済手段を活用した電子納付

の推進 
所管部 

総合政策部、総務部、

地域振興部、福祉部、

健康部 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 
R5(2023)年

度 

・交通系電子マネー決済の

導入（戸籍住民課で取り扱

う手数料等） 

・PayPay･LINE Pay 決済

の導入（特別区民税･都民

税、軽自動車税、国民健康

保険料、介護保険料） 

・交通系電子マネー決

済の導入（戸籍住民課

で取り扱う手数料等） 

  

・PayPay･LINE Pay

決済の導入準備（特別

区民税･都民税、軽自動

車税、国民健康保険料、

介護保険料） 

・PayPay･LINE Pay

決済の導入（特別区民

税･都民税、軽自動車

税、国民健康保険料、

介護保険料） 
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ＩＣＴの方向性③ 様々な行政手続に利用できる汎用性の高いＩＣカード等

の活用を目指します。 

 

行政手続のオンライン化と併せて、区民が安心して電子申請等のオンラインサービスが利用で

きるよう、マイナンバーカードやスマートフォン等による本人確認や署名検証の活用を推進し、

区民が真に利便性を感じられる行政サービスの実現に取り組みます。 

 

具体的な取組み 

 

 マイナンバーカードの利活用を推進します 

 

 マイナンバー制度を踏まえたマイナンバーカード利用促進方法の調査研究 

 

 区におけるマイナンバーカードの独自利用に向けた調査研究 

 

 スマートフォン等を活用した行政手続に対応します 

 

 電子証明書・電子署名を活用したスマートフォン等による電子申請推進【計画

事業】 

 

関連する計画事業 

 

事業名 行政手続のオンライン化等の推進 所管部 総合政策部 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

電子申請等の推進 ・電子申請等の推進   
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ＩＣＴの方向性④ 医療･保健･福祉分野全般にわたる行政サービスの情報化

を推進します。 

 

「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」を踏まえ、オンライン化、

業務の見直し（ＢＰＲ）、システム改革、ＡＩ等を活用した健康支援、ロボット等を活用した介護

支援や効果的・効率的な医療支援、行政と民間企業等の連携など、超少子高齢化社会の到来を見

据えた重点施策として、医療・保健・福祉分野における情報化に対応していきます。 

 

具体的な取組み 

 

 医療等の各分野における新たなＩＣＴ活用に対応します 

 

 医療保険オンライン資格確認、医療分野における識別子、マイナンバーカード

健康保険証利用への対応 

 

 多様な主体の情報共有・連携の仕組み等の調査研究 

 

  



25 

ＩＣＴの方向性⑤ 多言語対応による窓口サービスの充実を進めます。 

 

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を控え、今後もより一層、訪日

外国人の増加が予想されます。そのため、多言語音声翻訳技術やディープラーニング技術を活用

した多言語対応の窓口業務や相談業務など、多言語に対応した行政サービスの創出を推進します。 

 

具体的な取組み 

 

 様々な情報提供ツールを活用した多言語による情報提供を推進します 

 

 外国人向け生活情報ホームページの運用・充実 

 回遊性の向上及びアクセシビリティ対応など 

 

 ソーシャルメディア（Facebook・Twitter・LINE＠等）の多言語対応推進 

 英語・中国語・韓国語圏以外の外国人への情報提供 

 中国語圏最大のＳＮＳ、微博（Ｗｅｉｂｏ）の活用など 

 

 タブレット端末等のデバイスを活用した多言語対応の基盤整備を進めます 

 

 タブレット端末によるテレビ通訳システム・多言語翻訳アプリ等を活用した多

言語窓口サービスの強化 

 

 Web会議ツール等を活用した外国人相談の検討 

 

 事務用パソコンやモバイル端末等（タッチパネル対応モバイルパソコン、音

声・ビデオ通話機能等）を活用した多言語窓口受付・相談等の検討 

 

 新たなＩＣＴを活用した多言語サービス導入に向けて調査研究します 

 

 ＡＩ・対話型ツール等の最新技術を活用した多言語サービスの検討 

 ＡＩ・チャットボット等による対話型多言語クラウドサービスの活用 

 ソーシャルメディア多言語翻訳、多言語音声翻訳アプリ等の活用など 
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 重点目標１－３ 区民がいつでもどこでも必要な情報が容易に得られるＩＣＴの活用推進 

 

 

ＩＣＴの方向性① 多様なメディアを活用した区政情報の提供・発信を推進し

ます。 

 

ＳＮＳ等のソーシャルメディアの活用推進、ハッシュタグ・投稿写真・動画等のメディアの多

様化への対応、データの標準化や語彙の統一等による横断的なデータ連携により、区政情報の提

供・発信を強化します。 

 

具体的な取組み 

 

 様々なメディアを活用した情報提供を充実させます 

 

 ソーシャルメディア利活用の推進 

 

 ハッシュタグ・投稿写真・動画等のメディアの多様化への対応 

 

 データ標準化、共通語彙基盤、ＡＰＩ連携等による横断的な情報提供の活用・

調査研究 
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 重点目標１－４ 区民のＩＣＴ利活用の推進 

 

 

ＩＣＴの方向性① 区民の安全なＩＣＴ利活用を推進します。 

 

ＩＣＴモバイル機器の普及により、区民生活が豊かになってきている反面、中高生のネット利

用によるトラブルなど、問題も多く生じてきています。そのため、若年層のＳＮＳ利用時の個人

情報保護や他人への誹謗中傷の防止、フィッシングサイト等の悪質サイトによる被害防止、子ど

もや家庭におけるＩＣＴモラルの向上や情報セキュリティ意識啓発を支援します。 

 

具体的な取組み 

 

 区民の情報管理と情報セキュリティ対策意識の向上を推進します 

 

 区ホームページによる区民ＩＣＴモラル向上のための情報提供の充実 

 

 区ホームページによる情報セキュリティ意識啓発のための情報提供 

 

 区民向け情報セキュリティ啓発事業の検討（ＩｏＴ等の安全な利用等） 
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 重点目標１－５ 新たな情報通信技術を活用した行政サービスの充実 

 

 

ＩＣＴの方向性① 新たなＩＣＴを活用した行政サービスの創出を進めます。 

 

ビッグデータやオープンデータ等の様々な情報・コンテンツの有効活用、ＡＩ、ディープラー

ニング、ロボット等による多様なデータ（情報）の組合せ・紐付け、ドローン、ＡＲ、ＶＲ、次

世代通信規格５Ｇ等の新たなツールの行政サービス利用の可能性など、新たなＩＣＴを活用した

行政サービスの提供を積極的に進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 新たなＩＣＴの利活用による行政サービスの充実に向けて調査研究します 

 

 ビッグデータ、オープンデータ等の活用・検討 

 

 ＡＩ、ディープラーニング、ロボット等の活用・検討 

 

 ドローン、ＡＲ、ＶＲ、次世代通信規格５Ｇ等、行政のデジタルトランスフォ

ーメーション（ＤＸ）に向けた新たなツールの活用・検討 

 

【関連】 

オープンデータの推進 P18、P31、P34、P39、P41、P42、P46 
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 戦略目標２ 地域の活力を活かした地域課題の解決 

 

この戦略目標では、以下の５つを「重点目標」として掲げます。 

 

■ 重点目標２－１ 区民や地域との情報共有による自治のまち新宿の推進 

 

■ 重点目標２－２ 共に生きる地域社会の実現に向けたＩＣＴ利活用の推進 

 

■ 重点目標２－３ 安全で安心な暮らしやすい生活環境づくりの推進 

 

■ 重点目標２－４ 新宿の個性と地域の力を活かした多様で豊かな地域社会の実現 

 

■ 重点目標２－５ 新たな情報通信技術を活用した地域課題の解決 

 

 

重点目標 ＩＣＴの方向性 

  

戦略目標２ 地域の活力を活かした地域課題の解決 

２－１ 区民や地域との情報共有によ

る自治のまち新宿の推進 

① 区民意見の収集機能を強化し、積極的な区民参画を推進します。 

② 区民ニーズの収集･分析による区民意見の政策反映を推進します。 

③ 財政状況をわかりやすく開示し、区政の透明性を高めます。 

④ 区民や地域と共に創る地域情報の窓口づくりを進めます。 

⑤ 参画と協働の推進に向けた情報発信を充実します。 

２－２ 共に生きる地域社会の実現に

向けたＩＣＴ利活用の推進 

① 教育環境の充実に向けてＩＣＴ利活用のしくみづくりを進めます。 

② 区施設における地域情報と地域コミュニティの活動拠点としてのＩＣＴ利活用

を推進します。 

③ 区民の誰もがいきいきと暮らせる地域社会づくりに努めます。 

２－３ 安全で安心な暮らしやすい生

活環境づくりの推進 

① ＩＣＴを効果的に利活用した安全安心のまちづくりの実現を目指します。 

② 地理情報等を活用した暮らしやすい生活環境づくりを進めます。 

③ 次世代の安全安心な地域社会の実現に向けた展望を示します。 

２－４ 新宿の個性と地域の力を活か

した多様で豊かな地域社会の

実現 

① 「賑わい都市・新宿の創造」に向け、まちの魅力の発信を推進します。 

② 文化・観光・産業振興等の各分野でのＩＣＴ利活用を推進します。 

③ 東京２０２０大会を見据えた地域社会におけるＩＣＴの利活用を推進します。 

２－５ 新たな情報通信技術を活用し

た地域課題の解決 
① 新たなＩＣＴの利活用による地域課題の解決を推進します。 
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 重点目標２－１ 区民や地域との情報共有による自治のまち新宿の推進 

 

 

ＩＣＴの方向性① 区民意見の収集機能を強化し、積極的な区民参画を推進し

ます。 

 

現在稼働しているご意見・ＦＡＱシステムによる意見受付に加え、マイナポータルのサービス

検索・電子申請機能や自己情報表示機能、お知らせ機能を活用した区からのサービス対象者への

積極的な情報提供を進めます。また、マイナポータルのアンケート機能を有効活用した区民の皆

様からの情報収集など、区民の皆様の意見等の収集機能を強化していきます。 

 

具体的な取組み 

 

 マイナポータルの利活用による区民等との情報共有を推進します 

 

 マイナポータルを活用した情報提供手段の充実・検討 

 

 マイナポータル（アンケート機能等）を活用した区民ニーズ等把握の検討 

 

【関連】 

マイナポータルの活用 P18、P20、P21、P38 
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ＩＣＴの方向性② 区民ニーズの収集･分析による区民意見の政策反映を推進

します。 

 

区民等からの意見や問い合わせの分析、人口動態等の地域の分析のほか、オープンデータによ

る地域課題解決に向けたアイデアソンやハッカソン、インターネット上の新宿区に関連する様々

な情報の集積・分析など、様々な角度から区民や地域のニーズを把握していきます。 

 

具体的な取組み 

 

 区民ニーズ等の収集機能の強化及び分析・政策反映に向けた検討を進めます 

 

 区民意見等の分析による区民ニーズ・行政需要等の検討 

 意識調査検索ページシステムの利活用及び施策・事業等への反映促進など 

 

 共同運営電子申請（簡易申請）を活用したイベント・講座申込・アンケート等

の推進 

 

 オープンデータ・ビッグデータ・ＡＩ等を活用した区民や地域のニーズ分析等

のあり方検討 

 

【関連】 

オープンデータの推進 P18、P28、P34、P39、P41、P42、P46 
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ＩＣＴの方向性③ 財政状況をわかりやすく開示し、区政の透明性を高めま

す。 

 

新公会計システムの活用などにより、各計画事業の見直し事項等の予算編成への反映を徹底し

ます。また、区の財務会計処理を新公会計制度に対応した仕組みに移行し、行政運営のＰＤＣＡ

サイクルの強化につなげていきます。 

 

具体的な取組み 

 

 区政の透明性向上を推進します 

 

 行政評価制度の推進（新公会計システムの活用） 

 

 統一的な基準による財務諸表の作成（日々仕訳等）の検討 

 

 新公会計に対応した財務会計・文書管理等システム導入の活用・推進 
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ＩＣＴの方向性④ 区民や地域と共に創る地域情報の窓口づくりを進めます。 

 

地域ポータルサイト「しんじゅくノート」と協働・連携するほか、新たな地域アプリ等の活用

検討を通して、地域情報の窓口づくりをサポートします。また、ポータルサイトの利用動向を活

用することで、区民や地域のニーズを分析するなど、地域のマーケティングについても検討を進

めていきます。 

 

具体的な取組み 

 

 地域ポータルサイトを活用し、地域情報の発信・収集を支援します 

 

 地域ポータルサイトの充実支援 

 官民協働（行政・企業・区民等）による情報集積・発信の推進 

 区公式ホームページとの連携強化など 

 

 地域ポータルサイトの利用動向等の情報利活用の更なる検討 
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ＩＣＴの方向性⑤ 参画と協働の推進に向けた情報発信を充実します。 

 

区が保有する公共データのオープンデータ化を進めます。また、官・民・学が相互に連携し、

アイデアソンやハッカソン等を通じて、区民や地域の参画を促しながら、ニーズに合った情報を

オープンデータとして公開・二次利用することで、情報に新たな価値を新たに付与し、地域課題

の解決につなげられる仕組みづくりを進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 オープンデータを活用した官・民・学の連携により地域課題の解決に努めます 

 

 オープンデータ活用のための仕組みづくり 

 

 「官民データ活用推進基本法」を踏まえた、オープンデータ化の推進 

 

 オープンデータを活用した地域課題の解決、地域コミュニティの活性化に向け

た検討 

 

【関連】 

オープンデータの推進 P18、P28、P31、P39、P41、P42、P46 
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 重点目標２－２ 共に生きる地域社会の実現に向けたＩＣＴ利活用の推進 

 

 

ＩＣＴの方向性① 教育環境の充実に向けてＩＣＴ利活用のしくみづくりを

進めます。 

 

各学校の教室用ＩＣＴ機器を最新機器へ更新するとともに、デジタル教材やプログラミング教

育等の研究を進めていきます。また、校務における業務の更なる合理化に向けて、校務支援シス

テムの再構築に向けた検討を進めます。さらに、Ｅｄｔｅｃｈ（エドテック）等の最新の技術動

向やサービスを検証し、ＩＣＴの利活用による教育環境の充実を図っていきます。 

 

具体的な取組み 

 

 教育のＩＣＴ化を推進します 

 

 ＩＣＴを活用した教育の充実【計画事業】 

 プログラミング教育等の本格実施 

 児童・生徒 1 人 1 台のタブレット端末の整備 

 ICT支援員の増員 

 指導用デジタル教材の導入 

 新宿区版 GIGAスクール構想に基づく学校教育の推進 

 

 校務用・教育用ネットワークの活用推進 

 

 タブレットを活用した児童・生徒の自宅学習環境の整備 

 

 ICT を活用した英語教育の推進 

 

 ICT やデジタル教材を活用した日本語サポート指導【計画事業】 

 

  Ｅｄｔｅｃｈ等の最新技術やサービスの利活用による教育環境の充実・検討 
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関連する計画事業 

 

事業名 ＩＣＴを活用した教育の充実 所管部 教育委員会事務局 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

・「新宿区版 GIGA スクール

構想」に基づく学校教育の推

進 

・「新宿区版

GIGAスクール

構想」に基づく

学校教育の推

進（個別最適化

学習・協働学習

の推進、学習機

会の確保 

・端末･ソフト

ウェア等の運

用保守 

  

 

事業名 日本語サポート指導 所管部 教育委員会事務局 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

・日本語能力に係る評価にお

いて基礎的な能力があると

認められた児童・生徒の割合 

７０％ 

・ICT やデジタ

ル教材を活用

した日本語サ

ポート指導の

検討・試行 

ICTやデジタル

教材を活用し

た日本語サポ

ート指導の実

践 
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ＩＣＴの方向性② 区施設における地域情報と地域コミュニティの活動拠点

としてのＩＣＴ利活用を推進します。 

 

電子書籍等の魅力ある情報資源の整備に向けた検討や他関係機関との連携を強化し、一層、利

活用される図書館の実現を進めます。また、区民の利便性向上に向けて、マイキープラットフォ

ームについての調査研究を進めます。さらに、区施設の利用案内やサービス案内等の充実に向け

て、ＡＩ・ロボット等の最新技術の調査研究を進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 図書館のＩＣＴ化を推進します 

 

 図書館情報サービスの充実（電子書籍等の活用推進） 

 

 マイキープラットフォーム・マイナンバーカードを活用した利用者管理等に係

る調査研究 

 

 新中央図書館等の建設（新図書館構想に係るＩＣＴ施策の検討）【計画事業】 

 

【関連】 

マイキープラットフォームの活用 P21、P39 

 

 新たなＩＣＴを活用した区施設サービスを充実させます 

 

 Web会議や Wi-fi 等を活用した区施設の利便性向上 

 

 ＡＩ・ロボット等を活用した施設案内等のサービスに係る調査研究 

 

関連する計画事業 

 

事業名 新中央図書館等の建設 所管部 教育委員会事務局 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

・新中央図書館等の建設検討 
・新中央図書館

等の建設検討 
  



38 

 

ＩＣＴの方向性③ 区民の誰もがいきいきと暮らせる地域社会づくりに努め

ます。 

 

相談システムによる児童相談体制の充実やマイナポータルの電子申請機能やお知らせ・アンケ

ート機能、区施設窓口でのタッチパネル式パソコン等を活用した各種相談受付など、ＩＣＴを活

用した相談業務の充実を図ります。また、健康ポイント等の自治体ポイント管理のためのマイキ

ープラットフォームの活用検討のほか、ＩＣＴを活用した在宅医療連携をはじめ、福祉・子育て・

健康・教育・生活等の様々な分野における最新のＩＣＴ利活用に向けた調査研究を進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 福祉・子育て・健康・教育・生活等の相談窓口を充実させます 

 

 児童相談所設置準備（相談システム等の検討）【計画事業】 

 

 Web会議等を活用した各種相談業務の充実 

 

 イントラネットシステム（タッチパネル対応モバイル PC、音声・ビデオ通話

機能等）を活用した窓口相談等の実施・検討 

 

 マイナポータル（アンケート機能等）を活用した双方向の情報共有の検討 

 

【関連】 

マイナポータルの活用 P18、P20、P21、P30 
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 福祉・子育て・健康・教育・生活等の各分野におけるＩＣＴ利活用を推進します 

 

 気軽に健康づくりに取り組める環境整備（健康ポイント） 

 健康ポイント事業管理システムの運用等 

 

 マイキープラットフォーム利活用に係る調査研究 

 健康ポイント事業管理システムの導入・運用等 

 

 在宅医療・介護連携ネットワークの推進（在宅医療・介護資源リスト（マップ）

等による情報発信） 

 在宅医療・介護資源マップによる情報発信、ＩＣＴを活用した在宅医療連携等 

 

 福祉・子育て・健康・教育・生活関連情報の活用・推進（オープンデータ化等） 

 

 タブレット等を活用した遠隔手話通訳の推進 

 

 （仮称）地域資源情報管理システムの構築・運用【計画事業】 

 

 ＡＩ等を活用した日常生活・健康支援、ロボット等を活用した介護支援 

 

 ＡＩによるビッグデータ等を活用した医療・投薬の充実 

 

 他分野との連携による情報収取及びＡＩ等活用に関する調査研究 

 

 センサーネットワーク技術を活用した医療・健康・地域生活・課題解決等に関

する調査研究 

 

【関連】 

マイキープラットフォームの活用 P21、P39 

オープンデータの推進 P18、P28、P31、P34、P41、P42、P46 
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関連する計画事業 

 

事業名 児童相談所設置準備 所管部 子ども家庭部 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

・児童相談所運営体制の整備 
・児童相談所運

営体制の整備 
  

 

事業名 多様な主体による支え合いの推進 所管部 福祉部 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

・通いの場への高齢者の参加

率 

9.1％ 

・（仮称）地域

資源情報管理

シ ス テ ム 構

築・運用 
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 重点目標２－３ 安全で安心な暮らしやすい生活環境づくりの推進 

 

 

ＩＣＴの方向性① ＩＣＴを効果的に利活用した安全安心のまちづくりの実

現を目指します。 

 

防災情報のオープンデータ化の推進、ソーシャルメディア等の新たな媒体を活用した安全安心

に係る情報発信・収集手段の充実、マイナンバー制度を活用した被災者生活再建支援等の方策の

検討、大規模災害発生時の区公式ホームページのＤＲ（ディザスタ・リカバリ）対策等の有事の

際の情報通信手段の充実・強化に向けた検討を進めます。また、国・都・関係機関と連携し、Ｅ

ｍ-ＮＥＴやＪ-ＡＬＥＲＴ等による情報発信に取り組んでいきます。 

 

具体的な取組み 

 

 ＩＣＴの利活用による防犯防災対策を強化します 

 

 防災関連情報の活用・推進（オープンデータ化等） 

 

 緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ-ＮＥＴ）の活用 

 

 全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）の活用 

 

 新宿区水位警報システムの活用推進 

 

 ＳＮＳ等の新たな媒体を活用した情報通信手段の充実・検討 

 

 大規模災害発生時の情報通信手段の検討 

 ソーシャルメディア等の代替手段による情報発信・情報収集 

 区公式ホームページのディザスタ・リカバリ対策（ミラーサイトの整備等） 

 

 災害対策・生活再建支援へのマイナンバー制度の活用・検討 

 避難所入退所管理システムの導入等のマイナンバー制度を活用した被災者支援体制の

強化に向けた調査研究 

 

【関連】 

オープンデータの推進 P18、P28、P31、P34、P39、P42、P46 
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ＩＣＴの方向性② 地理情報等を活用した暮らしやすい生活環境づくりを進

めます。 

 

区が保有する地図情報や都市計画・建築・土木・環境衛生情報など、暮らしやすい区民の生活

環境づくりに関連する各種情報のオープンデータ化の推進のほか、統合ＧＩＳ等を有効活用する

ことで、各分野における情報発信機能を強化します。 

 

具体的な取組み 

 

 地域における地理情報等の利活用を推進します 

 

 地図情報等の各種業務情報のオープンデータ化の推進 

 地図情報（ＧＩＳ）のオープンデータ化（シェープファイル、ＫＭＬファイル等） 

 都市計画・建築・土木・環境衛生等の各種業務情報のオープンデータ化 

 

【関連】 

オープンデータの推進 P18、P28、P31、P34、P39、P41、P46 

 

 都市計画・建築・土木・環境衛生・福祉・健康等の各分野でのＩＣＴ利活用を推進します 

 

 統合ＧＩＳ・みんなのＧＩＳを活用した情報提供の充実 

 

 スマートフォン等のデバイスに対応した地理情報の提供に向けた検討 
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ＩＣＴの方向性③ 次世代の安全安心な地域社会の実現に向けた展望を示し

ます。 

 

センサーネットワーク技術や行動解析技術、ＡＲ等を活用した地域の安全安心の推進に向けた

調査検討を進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 地域の安全安心のためのＩＣＴ利活用を検討します 

 

 センサーネットワーク技術を活用した安全安心等に関する調査研究 

 

 行動解析技術・AR 等の活用による安全・安心の地域社会・まちづくりに向け

た調査研究 
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 重点目標２－４ 新宿の個性と地域の力を活かした多様で豊かな地域社会の実現 

 

 

ＩＣＴの方向性① 「賑わい都市・新宿の創造」に向け、まちの魅力の発信を

推進します。 

 

観光資源情報検索システムによる区内回遊の促進、ホームページやソーシャルメディア・ＡＲ

等の活用による魅力ある観光情報の発信の推進、ＡＩ等の最新技術を活用した多言語対応同時翻

訳ツールの活用検討を進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 観光資源を活かした回遊性の向上を推進します 

 

 多彩な観光資源を活かした区内回遊の促進（観光資源情報検索サイトの運営）

【計画事業】 

 

 新宿の魅力の発信力を強化します 

 

 新宿観光振興協会の情報媒体を活用した魅力ある観光情報の発信（ＨＰ、ＳＮ

Ｓ活用）【計画事業】 

 

 YouTube 等を活用した動画配信の推進 

 文化芸術復興支援事業動画配信サイトの構築・運用等 

 

多言語による情報発信力を強化します 

 

 同時翻訳ツール（ＡＩによる対話型ツール等）を活用した更なる多言語対応の

検討 

 

 

  



45 

 

関連する計画事業 

 

事業名 
多彩な観光資源を活かした区内回

遊の促進 
所管部 文化観光産業部 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

・新宿文化観光資源案内サイ

トの運用 

・新宿文化観光

資源案内サイ

トの運営 

  

 

事業名 魅力ある観光情報の発信 所管部 文化観光産業部 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

新宿の観光情報への接触度

（ホームページの閲覧数） 

120 万ページビュー／年 

新宿の観光情報の発信度

（Facebook、Twitter の登

録者数） 

27,000 人 

・ホームペー

ジ、ＳＮＳの活

用 
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ＩＣＴの方向性② 文化・観光・産業振興等の各分野でのＩＣＴ利活用を推進

します。 

 

文化・観光・産業振興等の各分野における情報発信の充実のほか、マイキープラットフォーム

や最新のＩＣＴ利活用による地域課題の解決に向けた検討を進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 文化・観光・産業振興等の各分野でのＩＣＴ利活用推進を検討します 

 

 オープンデータを活用した健康増進等に係る地域課題解決の検討 

 

 中小企業におけるオープンデータ活用に関する調査研究 

 

 新宿の歴史・文化の魅力向上（公衆無線 LAN・クラウド型ミュージアムシス

テムアプリの活用）【計画事業】 

 

 Web 会議や Wi-fi 等を活用した事業者や産業振興団体とのリモート会議等の

推進 

 

 文化・観光・産業振興等の各分野におけるＩＣＴ利活用の推進・検討 

 

【関連】 

オープンデータの推進 P18、P28、P31、P34、P39、P41、P42 
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ＩＣＴの方向性③ 東京２０２０大会を見据えた地域社会におけるＩＣＴの

利活用を推進します。 

 

地域のＷｉ-Ｆｉ環境の活用やＡＲ、プッシュ配信等を活用した観光案内の強化のほか、サイバ

ーテロに備えた情報セキュリティ対策の強化など、２０２０年東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会の開催を見据えたＩＣＴ利活用に係る調査研究を進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 東京２０２０大会を見据えた地域社会におけるＩＣＴの利活用を推進します 

 

 東京２０２０大会を見据えたＷｉ-Ｆｉ環境の活用推進 

 ＡＲ機能（拡張現実）やプッシュ配信機能を活用した観光資源情報配信 

 

 東京２０２０大会を見据えた情報発信のあり方等の調査研究 

 

【関連】 

東京２０２０大会を踏まえたサイバーテロ対策の強化 P58 

 

関連する計画事業 

 

事業名 新宿の歴史・文化の魅力向上 所管部 文化観光産業部 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

・クラウド型ミュージアムシ

ステムアプリ等を活用した

来館者サービスの実施（漱石

山房記念 

館） 

・無料公衆無線

LAN の運用、

クラウド型ミ

ュージアムシ

ステムアプリ

等を活用した

来館者サービ

スの検討 

（漱石山房記

念館） 

・無料公衆無線

LAN の運用、

クラウド型ミ

ュージアムシ

ステムアプリ

等を活用した

来館者サービ

スの実施 

（漱石山房記

念館） 
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 重点目標２－５ 新たな情報通信技術を活用した地域課題の解決 

 

 

ＩＣＴの方向性① 新たなＩＣＴの利活用による地域課題の解決を推進しま

す。 

 

地域課題の解決を更に推進するため、テレワーク（モバイルワーク）や様々な情報通信メディ

アを活用した双方向の情報共有のほか、国のＩｏＴ戦略を踏まえたＩｏＴ／ＡＩ／ディープラー

ニング／ビッグデータの活用やＶＲ／ＡＲ／ウェアラブル／次世代通信規格５Ｇなど、地域課題

の解決に役立つ新たなツールの活用の可能性に係る調査研究を進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 新たなＩＣＴの利活用による地域課題の解決に向けて対応します 

 

 テレワーク（モバイルワーク）による地域現場の状況把握・課題発掘・対応の

迅速化の推進 

 

 地デジ・ＢＳ・ＣＳ・インターネット等の様々な情報通信メディアを活用した

双方向の情報利活用に係る調査研究 

 

 ＩｏＴ／ＡＩ／ディープラーニング／ビッグデータ等を活用した地域課題の

解決に係る調査研究 

 「ＩｏＴ総合戦略（ＩｏＴ／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方）」 

 「地域ＩｏＴ実装推進ロードマップ」 

 

 ＶＲ／ＡＲ／ウェアラブル／次世代通信規格５Ｇ等の最新技術を活用した地

域課題の解決に係る調査研究 
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 戦略目標３ 効果的・効率的な行政の推進 

 

この戦略目標では、以下の４つを「重点目標」として掲げます。 

 

■ 重点目標３－１ 全庁ＩＣＴ基盤の最適化による新たなサービスの創出 

 

■ 重点目標３－２ 外部の専門性を活用した情報処理業務の効率化 

 

■ 重点目標３－３ 情報セキュリティ対策の徹底と業務継続性の確保 

 

■ 重点目標３－４ ＩＣＴ投資効果の最大化による効果的・効率的な行政の推進 

 

 

重点目標 ＩＣＴの方向性 

  

戦略目標３ 効果的・効率的な行政の推進 

３－１ 全庁ＩＣＴ基盤の最適化によ

る新たなサービスの創出 

① イントラネットの機能強化により、業務の合理化・高度化を推進・強化します。 

② コストと安定性を両立した基幹業務システムを目指します。 

③ 庁内の情報システムの最適な利活用を推進します。 

④ 全庁的なシステム連携の強化を図り、情報の利活用を推進します。 

⑤ 勤務形態の多様化に対応できるＩＣＴ利用環境づくりを進めます。 

３－２ 外部の専門性を活用した情報

処理業務の効率化 

① 外部の様々なサービスや新たなＩＣＴを有効活用し、効果的なシステム導入と

業務の効率化を推進します。 

３－３ 情報セキュリティ対策の徹底

と業務継続性の確保 

① 情報セキュリティ内部監査等の充実を図り、区の情報セキュリティレベルを更

に向上させます。 

② 全庁ＩＣＴ基盤の情報セキュリティ対策を強化し、情報の消失や漏えいを未然

に防ぎます。 

③ システム障害や大規模災害から情報を守り、業務の継続性を高めます。 

３－４ ＩＣＴ投資効果の最大化によ

る効果的・効率的な行政の推進 

① ＩＣＴ利活用に関する各種手順等の標準化・庁内活用推進等によるＩＣＴ投資

効果の最大化を図ります。 
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 重点目標３－１ 全庁ＩＣＴ基盤の最適化による新たなサービスの創出 

 

 

ＩＣＴの方向性① イントラネットの機能強化により、業務の合理化・高度化

を推進・強化します。 

 

イントラネットシステムの機能を有効活用し、事務処理や会議等の更なる合理化、ＢＩ機能や

ＥＵＣ機能を活用したデータの集積・分析による業務やサービスの高度化、タッチパネル式モバ

イルパソコンを活用した窓口サービスの充実を進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 パソコンのモバイル性向上による事務の効率化を推進します 

 

 庁内モバイルワークの推進強化 

 他所属・会議室等でのモバイルパソコンによる資料閲覧・議事録作成等 

 

 庁内における情報共有を充実させます 

 

 庁内コミュニケーションツールの活用の推進強化 

 Skype等を活用したビデオ会議・会議資料共有・ビデオ通話等の推進 

 

 紙資料のペーパーレス化の推進 

 会議資料、冊子、チラシ等の電子ファイルでの共有・閲覧等 

 

 ＢＩ機能やＥＵＣ機能を活用したデータの二次利用を推進します 

 

 ＢＩ機能によるデータ統計・分析 

 

 ＥＵＣ機能によるデータ抽出・加工・帳票作成等 

 

 EBPM 等による行政の効率化・高度化に向けた統計・分析等の利活用推進 

 

 パソコンのタッチパネルを活用して窓口サービスを向上させます 

 

 窓口案内・サービス案内・相談業務等でのタブレットパソコン等の活用推進 
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ＩＣＴの方向性② コストと安定性を両立した基幹業務システムを目指しま

す。 

 

自区開発・自区運用で培われたＩＣＴの技術力とマネジメント力を活かし、マイナンバー制度

やクラウド等の技術革新など、様々な変化にも柔軟かつ的確に対応し、低コストで質の高い基幹

業務システムを目指していきます。 

 

具体的な取組み 

 

 マイナンバー制度へ迅速かつ着実に対応します 

 

 基幹業務システムの着実な改修 

 自区開発・自区運用の実績を活かした、法改正等への着実な対応 

 

 基幹業務システムと他システムとの迅速な情報連携 

 庁内及び他機関との柔軟かつ迅速な情報連携 

 

 新たな自治体クラウドの活用に対応します 

 

 住民記録・税・福祉等のシステム標準化・共通化への対応 

 住記・税・福祉等の基幹業務システムの標準化・クラウド利用等への対応 

 

 （仮称）Gov-Cloud、（仮称）自治体等共通 SaaS 等への対応 

 

 オープン化等の代替手段の活用に対応します 

 

 行政のデジタル化・スマート自治体実現に向けた基幹業務システムの見直し 

 

 オープン化・マイグレーション等の代替手段の活用への対応 

 手段毎の実現性、運用体制、運用コスト、インフラ整備、費用対効果等 
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ＩＣＴの方向性③ 庁内の情報システムの最適な利活用を推進します。 

 

各課に点在する個別業務システムの整理・統合を進め、パソコンやサーバ機器等の統廃合、運

用監視やセキュリティ対策の一元化、耐震対策等の強化による業務継続性の向上を図り、庁内の

ＩＣＴシステム全体の効果効率的な利活用を実現します。 

 

具体的な取組み 

 

 全庁情報システムの統合を推進します 

 

 全庁情報システムの統合推進 

 パソコンやサーバ機器等の統廃合推進 

 運用監視や情報セキュリティ対策の一元化 

 耐震対策等の強化による業務継続性の向上 
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ＩＣＴの方向性④ 全庁的なシステム連携の強化を図り、情報の利活用を推進

します。 

 

個別業務システム毎に分散管理している情報のうち、業務システムや他機関等と共有すべき情

報を、統合データベースとして体系的に整理統合し、個人情報保護の厳格性を引き続き確保しな

がら、システム相互の容易な情報連携を可能とすることで、情報利活用をさらに推進していきま

す。 

 

具体的な取組み 

 

 統合データベースによる庁内情報連携・共有・利活用を推進します 

 

 システム間情報連携の推進 

 

 庁内情報の集約、二次利用の推進 

 

 ＤＶ等要支援者情報の庁内共有の徹底 
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ＩＣＴの方向性⑤ 勤務形態の多様化に対応できるＩＣＴ利用環境づくりを

進めます。 

 

「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」に掲げられた働き方改革

への取組みを踏まえ、出張先や派遣先、自宅等での庁内業務の遂行を可能とするテレワーク対応

を進め、業務の更なる効率化、職員等のワークライフバランス、生産性、満足度等の向上につな

げていきます。 

 

具体的な取組み 

 

 働き方改革等の様々な勤務形態に対応します 

 

 テレワーク環境の整備・モバイルワーク試行開始 

 

 テレワーク等を活用したワークライフバランスの実現に向けた検討 

 

 テレワークに対応した制度運用、情報保護・情報セキュリティ対策の強化 

 

 民間クラウドサービスの業務利用に係る検討 

 ビジネスソフト、グループウェア、ストレージサービス等の外出先等での利用 
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 重点目標３－２ 外部の専門性を活用した情報処理業務の効率化 

 

 

ＩＣＴの方向性① 外部の様々なサービスや新たなＩＣＴを有効活用し、効果

的なシステム導入と業務の効率化を推進します。 

 

民間が管理運営しサービスとして提供するサーバ、ネットワーク等のインフラサービス（Ｉａ

ａＳ）、利用者管理や情報連携基盤等のプラットフォームサービス（ＰａａＳ）、ソフトウェアサ

ービス（ＳａａＳ）等の有効活用に向けた検討、ＡＩやＲＰＡ等の最新技術の活用を推進し、効

果的・効率的なシステム運用や業務の効率化を推進します。 

 

具体的な取組み 

 

 民間クラウド環境の有効活用を推進します 

 

 Web会議サービスの活用推進 

 

 オンラインストレージサービスの活用推進 

 

 ＳａａＳ／ＰａａＳ／ＩａａＳ等の民間クラウドサービスの利用に係る調査

研究 

 システムの検証環境、臨時的なシステム利用 

 一時的又は小規模なサービス利用等 

 

新たな ICT を有効活用した効果的・効率的な行政を推進します 

 

 ＡＩ（人工知能）及びＲＰＡ（ロボティックプロセスオートメーション）等の

新たなＩＣＴを活用した定型業務の効率化の推進【計画事業】 
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関連する計画事業 

 

事業名 効果的・効率的な業務の推進 所管部 総合政策部 

Ｒ５（２０２３）年度末 

の目標 

年度別計画 

R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 

・窓口サービス、業務の見直

し、RPA 等の ICT の利活用

の検討・実施 

・窓口サービ

ス、業務の見直

し、RPA 等の

ICTの利活用の

実施 

窓口サービス、

業務の見直し、

RPA 等の ICT

の利活用の検

討 

窓口サービス、

業務の見直し、

RPA 等の ICT

の利活用の実

施 
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 重点目標３－３ 情報セキュリティ対策の徹底と業務継続性の確保 

 

 

ＩＣＴの方向性① 情報セキュリティ内部監査等の充実を図り、区の情報セキ

ュリティレベルを更に向上させます。 

 

本区では、平成 15 年 8月に、区の情報セキュリティに関する基本的な事項を総合的、体系的

かつ具体的に定めた情報セキュリティポリシーを策定後、様々な環境要因の変化に応じて、定期

的に見直すとともに、情報セキュリティ外部監査による客観的な評価・検証によって、区全体の

情報セキュリティレベルの底上げに積極的に取り組んできました。 

今後は、情報セキュリティに精通した人材の確保・育成に向けた研修や訓練、高い情報セキュ

リティレベルを維持するためのセキュリティ要件の標準化、情報セキュリティ対策の客観的な評

価・改善のための内部監査の実施など、人員面及び運用面の取組みを進め、情報セキュリティレ

ベルの維持・向上につなげていきます。 

さらに、国のセキュリティ調整センター、警視庁のセキュリティ情報センター、東京都都市オ

ペレーションセンター、東京都ＣＳＩＲＴ、区市町村ＣＳＩＲＴなど、関係機関との情報連携強

化など、体制面での充実を図り、東京２０２０大会等の世界的なイベント開催時のサイバー攻撃

等にも対応できるサイバーセキュリティ対策を講じていきます。 

 

具体的な取組み 

 

 全庁的なセキュリティレベルの維持・向上を目指します 

 

 情報システム部門を中心とした内部監査人の養成 

 

 情報セキュリティ内部監査の継続実施 

 

 情報基盤要件定義書等のシステム仕様の情報セキュリティ要件改定 

 

 全庁職員を対象とした情報セキュリティ自己チェック及び不審メール等の標

的型攻撃対応訓練の継続 

 

 情報システム部門を対象とした情報漏えい事故等を想定した緊急時対応訓練

の実施 
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 東京２０２０大会を踏まえて標的型攻撃等のサイバーテロ対策を強化します 

 

 庁内ＳＯＣ／ＳＩＥＭ／ＣＳＩＲＴ機能・体制強化 

 

 国、都、警察等の各機関とのＣＳＩＲＴ等の連携体制整備 

 

【関連】 

東京２０２０大会を見据えた地域社会におけるＩＣＴ利活用の推進 P47 
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ＩＣＴの方向性② 全庁ＩＣＴ基盤の情報セキュリティ対策を強化し、情報の

消失や漏えいを未然に防ぎます。 

 

本区では、情報基盤やシステム運用監視の統合のほか、情報セキュリティ対策の統合・一元化

を進め、コンピュータウイルスや不正攻撃等の様々なリスクにも迅速に対応するため、新しい技

術に積極果敢に挑戦し、情報セキュリティ対策や業務継続性の維持・向上を推進する先進的な取

組みを進めています。その取組みが高く評価され、平成２５年３月、第９回情報セキュリティ文

化賞を受賞しました。 

今後も、引き続き、多層防御によるムリ、ムダ、ムラの無い情報セキュリティ対策を進め、サ

イバー攻撃やコンピュータウイルス、情報漏えいなどの“脅威”から、区民の皆様の個人情報を

はじめとする大切な情報資産を守っていきます。 

 

具体的な取組み 

 

 情報セキュリティ対策の多層防御により情報漏えい等を防止します 

 

 入口対策・出口対策・内部対策の徹底 

 ファイアウォール、ＩＤＳ、不正アクセス・攻撃２４時間監視・通報・遮断等 

 静的・動的検知、振る舞い検知、攻撃解析等 

 ＧＰＯ等による利用者管理・アクセス制御、デバイス制御、各種フィルタリング等 

 

 都区市町村情報セキュリティクラウドとの連携強化 

 ＷＡＦ、コンテンツフィルタ、ＳＯＣ等 

 

 外部の攻撃者の視点を踏まえたインシデント対応力の強化 

 実践的なサイバー攻撃シミュレーション（レッドチームテスト）を踏まえた、情報セ

キュリティリスクの再評価、インシデント対応力と体制強化 

 

 ＡＩ等の新たな技術を活用した情報セキュリティ機能の更なる強化に向けた

検討 

 ＡＩやビッグデータ等の最新技術を活用した攻撃解析・防御、情報漏えい防止等 
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ＩＣＴの方向性③ システム障害や大規模災害から情報を守り、業務の継続性

を高めます。 

 

本区では、主要なシステムのデータセンターへの移行やシステム統廃合によるデータのバック

アップ徹底及び障害対策の強化など、業務継続性の向上に取り組んできました。 

今後は、仮想化技術を様々なシステムで活用することで、機器等の障害発生時のシステム停止

を回避するなど、区民サービスの継続に努めていきます。また、システム障害等の監視機能を一

元化するとともに、障害復旧手順の充実を図り、迅速な障害復旧を可能とします。 

さらに、大規模災害等の発生によるシステム破損や情報消失を回避するため、重要情報の遠隔

地への保管を徹底するとともに、業務継続を可能とするためのディザスタ・リカバリ環境の整備

やＩＣＴ-ＢＣＰの充実に向けた取組みを進めます。 

 

具体的な取組み 

 

 システム障害の早期復旧対策を強化します 

 

 仮想化技術を活用した機器障害発生時のシステム停止の回避 

 

 システム障害監視の一元化による障害発生時の早期復旧 

 

 システム障害復旧手順書の整備徹底 

 

 地震、火災、大規模停電等への危機管理対策を強化します 

 

 重要情報の遠隔地保管 

 

 主要システムのＤＲ（ディザスタ・リカバリ）環境整備に向けた検討 

 

 ＩＣＴ-ＢＣＰの定期的な見直し及び業務継続手順書の整備徹底 

 

 テレワーク等を活用したパンデミック発生時の業務継続・危機管理体制の強化 

 テレワーク用イントラネットパソコンによる庁外からの CMS 利用及び公式ホームペ

ージの更新、庁内システム運用管理等 
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 重点目標３－４ ＩＣＴ投資効果の最大化による効果的・効率的な行政の推進 

 

 

ＩＣＴの方向性① ＩＣＴ利活用に関する各種手順等の標準化・庁内活用推進

等によるＩＣＴ投資効果の最大化を図ります。 

 

本区では、情報化統括管理者（ＣＩＯ）の業務を補佐するため、情報化検討部会（ＣＩＯオフ

ィス）を設置しています。自区開発・自区運用のスキルやノウハウ等を活かし、各種事務事業に

おけるＩＣＴの利活用について、政策面、財政面、人員面及び技術面の評価検討を行い、ＩＣＴ

ガバナンスを実践しています。 

このＩＣＴガバナンスを支えるツールの一つである各種要件定義書や標準仕様等の充実を図る

とともに、全庁ＩＣＴの導入時期や更新時期を総合的に把握・調整し、計画的な更新によるコス

トの平準化・適正化を図るなど、ＩＣＴ利活用効果とＩＣＴ投資効果の最大化を図っていきます。 

 

具体的な取組み 

 

 情報システムの効果的・効率的な活用を推進します 

 

 全庁ＩＣＴの標準化 

 情報基盤要件定義書及び統合基盤サービス仕様書の充実 

 個別業務システム・庁内情報基盤・統合基盤要件評価書の活用・推進 

 システム構築に係る業者選定（プロポーザル）実施手順書の活用 

 小型電子計算組織導入評価方針の充実 

 小型電子計算組織導入案件精査に際しての留意事項の充実等 

 

 全庁ＩＣＴの計画的な更新による全庁ＩＣＴコストの平準化・適正化 

 庁内情報基盤等に係る計画的なシステム導入・更新管理 

 各課個別業務に係る計画的なシステム導入・更新管理 
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第４部 戦略目標の実現に向けた共通事項 
 

 

第４部では、戦略目標として掲げた３つの目標（「利便性を実感できる行政サービスの提供」、

「地域の活力を活かした地域課題の解決」、「効果的・効率的な行政の推進」）を実現するために共

通する事項として、以下の２つを「重点目標」として掲げます。 

 

■ 重点目標４－１ ＩＣＴ人材の育成 

 

■ 重点目標４－２ 情報化戦略の推進体制強化 

 

 

重点目標 ＩＣＴの方向性 

  

戦略目標の実現に向けた共通事項 

４－１ ＩＣＴ人材の育成 
① ＩＣＴを効率的・実践的に活用できる人材を育成します。 

② 情報戦略を立案・実行・評価できる人材を育成します。 

４－２ 情報化戦略の推進体制強化 
① 現行の情報化推進体制について、政策提案機能をより一層強化します。 

② 情報化の推進において、区民・関連団体との連携を強化します。 
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 重点目標４－１ ＩＣＴ人材の育成 

 

 

ＩＣＴの方向性① ＩＣＴを効率的・実践的に活用できる人材を育成します。 

 

区では約１８０の各課個別業務システムが稼働しており、職員の大部分が何らかのシステムを

利用して日々の業務を行っています。したがって、区の業務を効率化していくためには、職員一

人ひとりのＩＣＴ活用力向上について、組織全体として計画的に進めていく必要があります。 

 

具体的な取組み 

 

 職員のＩＣＴ知識・スキルの向上を目指します 

 

 情報システム操作研修の充実 

 実務に結びつけた基礎的アプリケーション研修の実施 

 職員のスキルに応じた階層別研修の実施 

 

 職員の情報セキュリティ意識の向上 

 

 職員のシステム運用負荷を軽減させます 

 

 ＩＣＴサポート体制の強化 

 ＩＣＴ推進員の役割見直し 

 ヘルプデスクの充実 

 庁内ポータルを活用した積極的な情報提供 
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ＩＣＴの方向性② 情報戦略を立案・実行・評価できる人材を育成します。 

 

ＩＣＴを活用した「より質の高い区民サービスの提供」や「更なる業務効率化」を実現するた

めには、業務・システムの全体最適化や業務改革を進める必要があります。そのためには、業務

と情報システムの全体を見渡し、課題等が整理でき、業務改革を進める能力を備えた職員を育成

する必要があります。 

 

具体的な取組み 

 

 ＩＣＴスキルの「見える化」を図ります 

 

 ＩＣＴスキル標準の明確化 

 担当部署や職務階層ごとに求められるスキルの整理 

 キャリア・スキルシートの見直し・励行 

 

 ＩＣＴの企画立案等に関する研修を充実させます 

 

 ＩＣＴの企画立案に関する研修の充実 

 ｅラーニングの更なる活用 

 庁内ＩＣＴ人材育成研修の復活 

 外部機関を活用した研修・セミナー・研究会の活用 

 

 ＩＣＴ利活用による業務改善・デジタル化を推進できる人材を育成します 

 

 ＩＣＴの利活用による業務の見直し・改善・デジタル化の推進に関する研修等

の実施 

 

 ノウハウやスキルを確実に継承できる仕組みを構築します 

 

 各種ドキュメント類の整備・充実 

 設計書・資産台帳整備・変更管理の徹底 

 テスト手順書等のドキュメント整備の徹底 

 共通フォーマットの作成・公開 

 ＩＣＴの利活用等に関する標準仕様書や手順書等の見直し 
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 重点目標４－２ 情報化戦略の推進体制強化 

 

 

ＩＣＴの方向性① 現行の情報化推進体制について、政策提案機能をより一層

強化します。 

 

区では、ＣＩＯ／ＣＩＳＯ（最高情報統括責任者）を中心とした情報化戦略の推進体制を構築

し、システム全般の統制・評価・改善に取り組んできました。今後は、各所属が情報システムの

導入・運用を効果的・効率的に実現できるよう、国の動向や最新のＩＣＴ動向などを把握・調査

分析し、各所属に取組みの検討を促すとともに、各所属の取組みをリードしていきます。 

 

具体的な取組み 

 

 ＩＣＴ利活用について調査研究します 

 

 新しい技術の施策への反映検討 

 「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」等の動向を踏ま

えた調査研究 

 ＡＩ／ＩｏＴ等の新たな技術の行政への反映検討 

 地方自治総合研究所による研究成果の施策反映 

 

 区民ニーズ・サービス需要の把握 

 区民意識調査・区政モニターアンケートの分析 

 

 政策提案機能強化のための体制を整備します 

 

 情報システム部門の政策提案機能の強化 

 政策立案・総合調整・ＣＩＯ／ＣＩＳＯ補佐機能の強化 

 

 庁内における業務改善（BPR）推進の仕組みづくり 

 

 外部コンサルタント等の有効活用（業務見直し・改善提案・デジタル化等） 

 

  庁内コミュニケーションの充実 

 職員ポータル・Skype 等を活用した積極的なコミュニケーション・提案意識の醸成 
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ＩＣＴの方向性② 情報化の推進において、区民・関連団体との連携を強化し

ます。 

 

多様化・複雑化する地域課題を解決するには、区の取組みだけでは対応できません。特にＩＣ

Ｔの分野においては技術進歩が著しいことから、必要に応じて外部の専門的な機関からの助言等

を受け、専門的な知識や新たな情報を吸収していく必要があります。そのために、これまで以上

に大学・研究機関、企業、国・都など、産・官・学の連携・協働を強化していきます。 

 

具体的な取組み 

 

 地域リソースとの協働体制を確立・運用します 

 

 産・官・学の協働体制の強化 

 産・官・学の協働に向けた庁内体制の整備 

 連絡会議等の様々な主体との連携体制の整備 

 アイデアソン・ハッカソンの開催等の検討 

 

 専門知識・経験を有する外部業者の活用・検討 

 外部リソースを利用したアウトソーシングの推進 

 

 先進自治体等とのコミュニケーションを充実させます 

 

 他自治体とのＩＣＴ利活用に係る共同検討会議の開催等 

 クラウド・標準化、実証実験、ＩＣＴ事業の共同開催 
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第５部 参考資料 
 

 

 １ 新宿区におけるＩＣＴの現状 

 

 

 １ 新宿区における情報化推進の経緯 

 

【第一次情報化推進計画（平成５年～平成１０年）】 

 

■ 情報化の進展とコンピュータ化 

● ホスト基幹業務完全オンライン化 

● 日本初の戸籍情報システムの稼働 ほか 

 

■ 地域情報化の推進 

● 宿泊／スポーツ施設予約システム稼働 ほか 

 

【第二次情報化推進計画（平成１１年～平成１４年）】 

 

■ 電子区役所の推進 

● 福祉保健情報システム稼働 

● 介護保険情報システム稼働 

● その他各課業務システム開発 

● 区公式ホームページ開設 

● 全庁インターネット利用開始 

● イントラネットシステム稼働 ほか 
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【第三次情報化推進計画（平成１５年～平成１９年）】 

 

■ 総合的な行政情報システム推進 

● 全出先機関へのネットワーク敷設（区の機関約１６０拠点の接続） 

● イントラネットシステム二次稼働 

● 財務会計・文書管理等システム稼働 ほか 

 

【第四次情報化戦略計画（平成２０年～平成２９年）】 

 

■ 利便性を実感できる行政サービスの提供 

● 区公式ホームページのモバイル対応、ユニバーサルデザイン対応 

● ソーシャルメディアを活用した情報発信、コールセンター開設 

● 電子申請、電子調達の開始 

● 証明書自動交付機の導入、コンビニ収納の開始 

● マイナンバー制度対応 ほか 

 

■ 地域の活力を活かした地域課題の解決 

● ご意見・ＦＡＱシステムの稼働 

● 新公会計システムの導入 

● 区民活動支援サイト（キラミラネット）、地域ポータルサイト開設 

● 新宿安全・安心ネットの開設、被災者生活支援システム導入 

● 統合ＧＩＳ稼働、地理情報の公開 

● 学校情報化（校務支援システム稼働、教育ネットワーク整備） 

● 図書館ＩＣタグ導入 ほか 

 

■ 効果的・効率的な行政の推進 

● 庁内情報基盤の強化（イントラネットシステムの充実） 

● 情報システム統合基盤の整備 

● システム標準化、ガイドライン等の整備 

● 情報連携基盤・統合データベースの整備 

● データセンターの活用、重要情報の遠隔地保管 

● 情報セキュリティ対策の強化（技術的対策、監査、自己チェック等） ほか 
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■ ＩＣＴ人材の育成、情報化戦略の推進体制強化 

● キャリア・スキルセットの明確化（情報システム部門、業務主管部門） 

● スキルに応じた各種ＩＣＴ人材育成研修の実施 

● 情報化統括管理者（ＣＩＯ）・最高情報セキュリティ責任者（ＣＩＳＯ）の設置 

● 情報化戦略本部会議の設置 

● 情報化検討部会（ＣＩＯオフィス）の設置 ほか 

 

  



70 

 ２ 新宿区におけるＩＣＴの組織的な取組状況（平成２８年度のＩＣＴ成熟度） 

 

本区では、情報システムを適切に構築・活用するための国際的な規格であるＣＯＢＩＴという

基準を用い、ＩＣＴの導入・運用・評価等の組織的な取組状況を「ＩＣＴ成熟度」として示し、

定期的に評価・改善することで、新宿区におけるＩＣＴの最適な利活用を推進しています。 

 

 

 

ＩＣＴ成熟度 

レベル値 
取組状況 

レベル０ 取り組んでいない。 

レベル１ 取り組んではいるが、属人的である。 

レベル２（標準値） 組織的に取り組んではいるが、文書化されていない。（Ｐｌａｎ） 

レベル３ 手順や取組み等が文書化され、組織的な対応を行っている。（Ｄｏ） 

レベル４ 手順や取組み等の実施状況を評価している。（Ｃｈｅｃｋ） 

レベル５ 手順や取組み等を継続的に改善している。（Ａｃｔｉｏｎ） 
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 ３ ＩＣＴ導入・活用状況一覧（令和２年度） 

 

部名 課名 システム名 

総合政策部 

財政課 

財務書類作成システム 

区債の発行・償還システム 

地方公会計標準システム 

区政情報課 

ＤＴＰシステム 

区民開放用インターネット端末 

区政情報センター用パソコン 

コンテンツ管理（ＣＭＳ）システム 

区政に関する情報収集パソコン（イントラへ統合） 

マイ広報紙 

本庁舎 1 階デジタルサイネージ 

地域ポータルサイト 

電子会議室システム 

区民の声委員会用パソコン 

ご意見・ＦＡＱシステム 

意識調査検索ページシステム 

情報システム課 

基幹業務システム（住民記録） 

基幹業務システム（印鑑登録） 

基幹業務システム（国民年金） 

基幹業務システム（個人住民税） 

基幹業務システム（軽自動車税） 

基幹業務システム（選挙） 

基幹業務システム（児童） 

基幹業務システム（バッチ処理業務） 

基幹ネットワーク 

無線ネットワーク 

住民基本台帳ネットワーク 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ） 

都区市町村情報セキュリティクラウド 

インターネットシステム 

インターネット分離環境 

イントラネットシステム 

財務会計システム 

文書管理システム 
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部名 課名 システム名 

庶務事務システム 

電子決裁システム 

電子申請システム 

新宿区自治体中間サーバ 

団体内統合宛名等システム 

連携サーバ・連携ＤＢ 

情報システム統合基盤 

オープンデータポータルサイト・カタログサイト 

各種ネットワーク監視・システム監視 

Web会議サービス 

ファイル転送サービス 

テレワーク（モバイルワーク）試行 

各種情報セキュリティ対策 

総務部 

総務課 
例規集データベースシステム 

ふるさと納税サイトシステム 

秘書課 秘書システム（イントラへ統合） 

人事課 
職員情報システム 

諸手当報告システム 

契約管財課 電子調達システム 

施設課 
営繕積算システム（ＲＩＢＣ） 

保全業務支援システム 

税務課 

滞納整理支援システム 

課税資料管理システム 

住民税課税状況調べ集計・作表システム 

エルタックスＡＳＰ利用システム（国税連携・電子

申告）  

電話催告システム 

軽自動車検査情報市区町村提供システム 

コンビニ交付システム 

クレジット納付 

共通電子納税システム 

危機管理課 

気象情報システム 

新宿区緊急時職員参集システム 

東京都防災情報システム 

災害情報支援システム 
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部名 課名 システム名 

被災者生活再建システム 

緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ-ＮＥＴ） 

全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ） 

東京都浸水対策協議会新宿地区部会連絡システム 

地域振興部 

地域コミュニティ課 

住居表示台帳システム 

統計調査総合管理システム 

新宿区民活動支援サイト（キラミラネット） 

地域センター施設予約システム 

特別出張所 Web会議対応 

戸籍住民課 

郵送申請書類管理システム 

裁判員候補者予定者名簿調製システム 

コンビニ交付システム 

戸籍情報システム 

個人番号カード交付管理システム 

カード券面プリントシステム 

窓口受付システム 

多文化共生推進課 

テレビ通訳システム 

外国人向け生活情報ホームページ 

外国語版 SNS 

しんじゅく多文化共生プラザWeb会議対応 

文化観光振興部 

文化観光課 

出土品管理データベース 

歴史博物館所蔵資料データベース 

遺跡照会地図システム 

新宿フリーWi-fi 

観光資源情報検索システム 

産業振興課 

中小企業向け制度融資斡旋システム 

産業会館貸出用パソコン 

メールマガジン配信システム 

BIZ新宿Web会議対応 

消費生活就労支援課 

ハローワークインターネットサービス閲覧システ

ム 

消費生活就労支援Web会議対応 

福祉部 地域福祉課 

福祉情報システム 

災害時要援護者名簿登録システム 

生業資金貸付システム 
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部名 課名 システム名 

生活困窮者支援事業システム 

障害者福祉課 

障害者福祉総合システム 

障害支援区分判定ソフト 

障害福祉サービス請求内容チェックシステム 

バリアフリーマップシステム 

遠隔手話通訳サービス 

地域包括ケア推進課 
ケアマネジメント支援システム 

ふれあい入浴証管理システム 

高齢者支援課 
高齢システム 

情報紙訪問配布事業システム 

介護保険課 
介護保険システム 

要介護認定支援システム 

生活福祉課 

生活保護システム 

中国残留邦人等支援給付システム 

生活保護業務データシステム 

生活保護版レセプト情報管理システム 

自立相談支援システム 

子ども家庭部 

子ども家庭課 

子育て応援ナビ 

児童福祉システム 

医療費助成システム 

児童扶養手当システム 

児童手当システム 

福祉資金管理システム 

保育課 

保育業務システム 

子ども園業務システム 

子ども園給食管理システム 

区立保育園・子ども園一斉メール配信システム 

男女共同参画課 
蔵書管理システム 

各種講座等 Web会議対応 

子ども家庭支援課 

利用者支援システム 

学童保育システム 

子ども家庭相談管理システム 

ＷＩＳＣ-ＩＶ知能検査検算アシスタント 

健康部 健康政策課 
公害補償システム 

保健情報システム（対人） 
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部名 課名 システム名 

相談窓口自動案内サイト 

健康づくり課 

特定健診等データ管理システム 

居宅介護支援システム 

訪問看護システム 

健康ポイント事業管理システム 

医療保険年金課 

国民健康保険財政統計システム 

国民年金被保険者情報提供システム（年金ネット） 

画像レセプト情報管理処理システム 

国保標準システム 

電話催告システム 

高齢者医療担当課 後期高齢者医療システム 

衛生課 
保健情報システム（対物） 

食品衛生申請等システム 

保健予防課 

ＮＥＳＦＤ（感染症サーベイランスシステム）結核

登録者情報システム 

新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援シ

ステム（ＨＥＲ－ＳＹＳ） 

ワクチン接種円滑化システム（Ｖ－ＳＹＳ） 

牛込保健センター 食事診断システム（栄養くん） 

四谷保健センター 
食事診断システム（栄養くん） 

女性の健康支援センター相談業務用パソコン 

東新宿保健センター 食事診断システム（栄養くん） 

落合保健センター 食事診断システム（栄養くん） 

みどり土木部 

土木管理課 

屋外広告物管理システム 

一般占用管理システム 

道路管理システム 

アセットマネジメントシステム 

道路課 

水位・雨量警報装置管理システム 

土木工事積算システム 

設計・計画図面作成システム 

みどり公園課 

みどりの情報検索システム 

写真データ管理用１号機 

フットサル施設予約システム 

環境清掃部 環境対策課 
常時環境測定システム（大気汚染等の監視システ

ム） 
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部名 課名 システム名 

騒音・振動データ解析システム 

ごみ減量リサイクル課 

不用品再利用システム（もいちど倶楽部） 

有料ごみ処理券管理システム 

東京 23区廃棄物情報管理システム（区役所及び清

掃事務所システム） 

東京 23区廃棄物情報管理システム（中継所システ

ム） 

東京 23区廃棄物情報管理システム（車両管理シス

テム） 

新宿清掃事務所 

粗大ごみ受付システム 

ふれあい指導業務システム 

資源回収管理システム 

資源・ごみ集積所管理システム 

都市計画部 

都市計画課 都市計画情報提供サービス（アセットへ統合） 

景観・まちづくり課 地図台帳・区分地区情報等電子化（アセットへ統合） 

防災都市づくり課 防災まちづくり支援システム 

建築指導課 

建築確認支援システム 

がけ及び擁壁の情報公開システム 

建築行政共用データベースシステム 

行政証明発行システム 

建築調整課 建築物定期報告閲覧システム 

住宅課 

住宅管理システム 

住宅融資あっ旋管理システム 

賃貸情報登録サービス 

マンション管理状況届出システム 

会計室 公共料金口座情報引落管理システム 

議会事務局 

会議録検索システム（スタンドアロン分） 

会議録検索システム（ＡＳＰ方式） 

議会中継システム（撮影関係） 

大会議室・委員会室音響機器制御システム 

議会中継システム（配信関係） 

議員図書館パソコン 

文書共有システム 

選挙管理委員会事務局 
在外投票システム 

期日前投票システム 
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部名 課名 システム名 

開票集計システム 

投票所システム 

投票速報システム 

選挙人名簿システム 

在外選挙人住所確認システム 

教育委員会事務

局 

教育調整課  奨学金管理システム 

教育支援課 

校務用ネットワーク（校務支援システム） 

学校教育用ネットワーク 

タブレット・デジタル教材 

GIGAスクール構想タブレット等（自宅学習等） 

学校運営課 

給食栄養管理システム 

学齢簿・就学援助システム 

保育業務システム 

就学奨励事務ソフト 

幼稚園一斉メール配信システム 

中央図書館 

ＤＡＩＳＹ図書編集・製作システム 

視覚障害者サービス業務処理システム 

図書館情報システム 

利用者用インターネット閲覧サービス機器 

ＩＣタグシステム（図書館情報システムに付随） 
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 ２ 情報化に対する区民の意識 

 

 

 １ 区公式ホームページの閲覧の有無 

 

 

 

■ 区公式ホームページの閲覧の有無について、「見たことがある」（４４.７％）が４割台半

ば近くになっている。一方、「見たことがない」（５４.２％）は５割台半ば近くとなって

いる。 

■ 性別でみると、「見たことがある」は女性（４５.７％）が４割台半ばと、男性（４３.３％）

を２.４ポイント上回っている。 

■ 年代別でみると、「見たことがある」は４０代（６７.９％）が６割台半ばを超え、最も

高くなっている。４０代以降は、年代が上がるにつれて割合が低くなる傾向がみられる。 

　　①見たことがある 　　②見たことがない 　　③無回答

①44.7

43.3

45.7

31.0

59.9

67.9

57.6

31.2

16.1

②54.2

55.0

53.5

69.0

39.4

31.5

41.7

68.8

80.0

③1.2

1.7

0.8

0.7

0.6

0.7

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (851)

男性 (358)

女性 (492)

10代・20代 (58)

30代 (142)

40代 (165)

50代 (151)

60代 (154)

70歳以上 (180)

n
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 ２ 区公式ホームページを見たことがない理由 

 

 

 

■ 区公式ホームページを見たことがない理由について、「区政情報を必要とする機会がなか

った」（５２.７％）が５割強で最も高く、次いで「電話での問合せや新宿区くらしのガ

イド等の印刷物を利用している」（３４.１％）が３割台半ば近く、「パソコン等の端末を

持っていない」（２６.０％）が２割台半ばを超えと続いている。 

 

  

52.7

34.1

26.0

4.6

1.5

0% 20% 40% 60%

区政情報を必要とする機会がなかった

電話での問合せや新宿区くらしの

ガイド等の印刷物を利用している

パソコン等の端末を持っていない

その他

無回答
MT= 548

n = 461
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■ 性別でみると、「区政情報を必要とする機会がなかった」は男性（５９.９％）が６割弱

と、女性（４７.１％）を１２.８ポイント上回っている。一方、「パソコン等の端末を持

っていない」は、女性（２９.３％）が３割弱で、男性（２１.８％）を７.５ポイント上回

っている。 

■ 年代別でみると、「区政情報を必要とする機会がなかった」は、１０代・２０代（８７.

５.％）が８割台半ばを超えと最も高く、次いで３０代（７８.６％）、４０代（７８.８％）

が８割近くと続いている。 

■ 「電話での問合せや新宿区くらしのガイド等の印刷物を利用している」では、７０歳以

上（５２.１％）が５割強と最も高くなっている。 

■ 「パソコン等の端末を持っていない」では、７０歳以上（４７.９％）が４割台半ばを超

え、最も高くなっている。 

 

  

52.7

59.9

47.1

87.5

78.6

78.8

65.1

39.6

27.8

0% 50% 100%

全 体 (461)

男性 (197)

女性 (263)

10代・20代 (40)

30代 (56)

40代 (52)

50代 (63)

60代 (106)

70歳以上 (144)

区政情報を必要とする

機会がなかった

34.1

30.5

36.9

12.5

10.7

21.2

20.6

44.3

52.1

0% 50% 100%

電話での問合せや新宿区くらしの

ガイド等の印刷物を利用している

26.0

21.8

29.3

0.0

8.9

7.7

15.9

30.2

47.9

0% 50% 100%

パソコン等の端末を持っていない

n
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 ３ 区公式ホームページ内の情報の探し方 

 

 

 

■ 区公式ホームページ内の情報の探し方について、「新宿区サイト内検索を利用」（３８.

７％）が４割近く、次いで「「くらし」「観光・文化」など、グローバルメニュー（ペー

ジ上部のメニュー）から」（２８.７％）が３割近く、「「妊娠・出産」「子育て・教育」な

ど、「くらしの出来事から探す」のメニューから」（１４.７％）が１割台半ば近くとなっ

ている。 

 

  

　　①グローバルメニューから

　　②「くらしの出来事から探す」のメニューから

　　③新宿区サイト内検索を利用

　　④組織案内から

　　⑤その他

　　⑥無回答

①28.7 ②14.7 ③38.7 ④4.5 ⑤9.5 ⑥3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (380)

n
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 ４ 欲しい情報は見つかったか 

 

 

 

■ 欲しい情報は見つかったかについて、「すぐに見つかった」（４９.５％）が５割弱、「時

間がかかったが見つけられた」（２８.７％）が３割近くとなっている。 

■ 過去３年間の経年推移をみると、「すぐに見つかった」は、平成２７年度（６３.１％）

から平成２８年度（４９.５％）にかけて１３.６ポイント低くなっている。 

 

  

　　①すぐに見つかった 　　②時間がかかったが見つけられた

　　③見つからなかった 　　④無回答

①49.5

63.1

57.2

53.9

②28.7

31.1

38.3

34.7

③3.9

3.6

2.7

3.5

④17.9

2.2

1.7

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年度 (380)

平成27年度 (412)

平成26年度 (402)

平成25年度 (427)

n
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 ５ 情報が見つかるまで時間がかかった理由・見つからなかった理由 

 

 

※「トップページから欲しい情報にたどり着くまでのクリック数が多かった」は、平成２８年度

からの質問 

 

■ 情報が見つかるまで時間がかかった理由・見つからなかった理由について、「欲しい情報

が、どのカテゴリーかわからなかった」（６２.９％）が６割強となっている。 

■ 前回の調査結果（平成２７年度区政モニターアンケート調査）と比較すると、「欲しい情

報が、どのカテゴリーかわからなかった」は平成２８年度（６２.９％）が平成２７年度

（７６.２％）より１３.３ポイント低くなっている。 

 

  

62.9

45.2

20.2

9.7

4.8

2.4

76.2

22.4

8.4

16.8

2.1

88.5

13.9

4.8

11.5

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

欲しい情報が、どのカテゴリーか

わからなかった

トップページから欲しい情報に

たどり着くまでのクリック数が多かった

サイト内検索を利用したが、

表示されなかった

情報が古かった

その他

無回答

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度： （n=124）

平成27年度： （n=143）

平成26年度： （n=165）

※
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 ６ 区公式ホームページの閲覧媒体 

 

 

 

■ 区公式ホームページの閲覧媒体について、「パソコン」（６３.４％）が６割台半ば近くで

最も高くなっている。次いで「スマートフォン」（２０.５％）が約２割となっている。 

■ 性別でみると、「パソコン」は男性（７１.０％）が７割強で、女性（５８.２％）を１２.

８ポイント上回っている。 

■ 年代別でみると、「スマートフォン」は１０代・２０代（４４.４％）が４割台半ば近く

で最も高く、全体（２０.５％）を２３.９ポイント上回っている。また、「パソコン」は

５０代（７２.４％）、６０代（７７.１％）、７０歳以上（７９.３％）が７割以上となって

いる。 

 

  

　　①パソコン 　　②スマートフォン
　　③携帯電話（携帯端末版ホームページ「モバイル新宿区」を閲覧）
　　④タブレット端末 　　⑤無回答

①63.4

71.0

58.2

50.0

54.1

55.4

72.4

77.1

79.3

②20.5

16.8

23.1

44.4

28.2

25.9

14.9

6.3

3.4

③0.3

0.4

3.4

④2.9

1.9

3.6

2.4

4.5

2.3

4.2

⑤12.9

10.3

14.7

5.6

15.3

14.3

10.3

12.5

13.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (380)

男性 (155)

女性 (225)

10代・20代 (18)

30代 (85)

40代 (112)

50代 (87)

60代 (48)

70歳以上 (29)

n
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 ７ 区公式ツイッター・フェイスブックの認知状況 

 

 

 

■ 区公式ツイッター・フェイスブックの認知状況について、「両方知らなかった」（８１.３％）

が８割強となっている。 

■ 前回の調査結果（平成２７年度区政モニターアンケート調査）と比較すると、「両方知ら

なかった」は平成２８年度（８１.３％）が平成２７年度（７２.５％）より８.８ポイント

高くなっている。 

 

  

①両方知っていた 　　　　②区公式ツイッターを知っていた
③区公式フェイスブックを知っていた 　　　　④両方知らなかった
⑤無回答

①9.0

10.7

8.8

②2.4

4.1

2.3

③0.8

2.2

1.7

④81.3

72.5

81.3

⑤6.5

10.4

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年度 (851)

平成27年度 (848)

平成26年度 (867)

n
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 ８ 区公式ツイッター・フェイスブックで発信が必要だと思う情報 

 

 

 

■ 区公式ツイッター・フェイスブックでどのような情報の発信が必要だと思うかについて、

「災害等緊急情報」（６８.９％）が７割近くで最も高く、次いで「イベント情報」（５０.

２％）が約５割、「地域のニュース」（３６.１％）が３割台半ばを超えと続いている。 

■ 前回の調査結果（平成２７年度区政モニターアンケート調査）と比較すると、「地域のニ

ュース」では、平成２８年度（３６.１％）が平成２７年度（４３.４％）より７.３ポイン

ト低くなっている。 

 

  

68.9

50.2

36.1

27.6

22.8

4.5

13.5

8.6

70.3

54.1

43.4

31.3

23.8

2.8

8.0

11.7

71.9

55.9

42.0

27.8

22.6

3.6

9.1

8.4

0% 20% 40% 60% 80%

災害等緊急情報

イベント情報

地域のニュース

区の事業等の紹介

観光情報

その他

特にない

無回答

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成28年度： （n=851）

平成27年度： （n=848）

平成26年度： （n=867）
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 ９ 所有する情報通信機器 

 

 

 

■ 「テレビ」が８割台半ば近くで最も高く、「スマートフォン」が約７割で続く。 

 

 

 １０ 普段インターネットを利用する際に使用している情報通信機器 

 

 

 

■ 「スマートフォン」が６割台半ばを超え最も高く、「パソコン」が５割台半ば近くで続く。 

 

  

　　　　　n=(1,257) 構成比(％) 基数（人）

テレビ 83.2

スマートフォン 70.1

パソコン 67.1

固定電話 48.6

タブレット型端末 31.0

携帯電話（いわゆるガラケー） 29.0

ゲーム機 14.8

その他 1.0

持っていない 0.9

無回答 1.9

83.2

70.1

67.1

48.6

31.0

29.0

14.8

1.0

0.9

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 (%)

　　　　　n=(1,257) 構成比(％) 基数（人）

スマートフォン 66.4

パソコン 54.8

タブレット型端末 20.0

テレビ 5.6

携帯電話（いわゆるガラケー） 4.3

ゲーム機 0.9

その他 0.4

インターネットを利用しない 9.2

無回答 5.5

66.4

54.8

20.0

5.6

4.3

0.9

0.4

9.2

5.5

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)



88 

 １１ インターネットで利用しているサービス 

 

 

 

■ 「必要な情報を調べたり、ダウンロードする」が８割台半ばを超え最も高く、「メールを

する」が８割弱で続く。 

 

  

　　　　　　　n=(1,072) 構成比(％) 基数（人）

必要な情報を調べたり、ダウンロードする 86.0

メールをする 79.5

ラインやツイッターなどのSNSを使ってコミュニケーションする 55.9

買い物やオークション等をする 52.6

映像や音楽を視聴する 52.5

インターネットバンキングや証券取引をする 25.7

アンケート等の調査への回答や意見を書き込む 12.6

ホームページやブログの作成・更新をする 11.2

その他 1.4

無回答 2.1

86.0

79.5

55.9

52.6

52.5

25.7

12.6

11.2

1.4

2.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)
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 ３ 用語集 

 

 

牽引 用語 解説 

Ａ ＡＩ 

【Artificial Intelligenc

e】 

人工知能。人間の脳が行っている知的な作業をコンピュータ

で模倣したソフトウェアやシステム。具体的には、人間の使

う自然言語を理解したり、論理的な推論を行ったり、経験か

ら学習したりするコンピュータプログラムなどのことをい

う。ＡＩ（人工知能）＞機械学習＞ディープラーニングとい

う構造になっている。 

関連用語：機械学習、ディープラーニング 

 ＡＰＩ 

【Application Progra

mming Interface】 

あるコンピュータプログラム（ソフトウェア）の機能や管理

するデータなどを、外部の他のプログラムから呼び出して利

用するための手順やデータ形式などを定めた規約のこと。 

関連用語：ＡＰＩ連携 

 ＡＰＩ連携 ＡＰＩを利用して自社のシステムと他社のシステムとを連携

したり、外部サービスから一部機能を呼び出したりすること。 

関連用語：ＡＰＩ 

 ＡＲ 

【Augmented Realit

y】 

現実の環境から視覚や聴覚、触覚などの知覚に与えられる情

報を、コンピュータによる処理で追加あるいは削減、変化さ

せる技術の総称。 

Ｂ ＢＣＰ 

【Business Continuit

y Plan】 

大災害や大事故、疫病の流行、犯罪被害、社会的混乱など、

通常業務の遂行が困難になる事態が発生した際に、事業の継

続や復旧を速やかに遂行するために策定される計画。 

 ＢＩ 

【Business Intelligen

ce】 

企業の情報システムなどで蓄積される膨大な業務データを、

利用者が自らの必要に応じて分析・加工し、業務や経営の意

思決定に活用する手法。 

関連用語：ＢＩ機能 

 ＢＩ機能 データベースシステムと連携して必要なデータを検索・収集

したり、多次元分析など多様な視点から解析・分析したり、

データや分析結果をレポートやグラフにまとめ分かりやすく

可視化する機能。 

関連用語：ＢＩ 

 ＢＰＲ 

【Business Process 

Re-engineering】 

企業などで既存の業務の構造を抜本的に見直し、業務の流れ

（ビジネスプロセス）を最適化する観点から再構築すること。 
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牽引 用語 解説 

Ｃ ＣＩＯ 

【Chief Information 

Officer】 

企業内の情報システムや情報の流通を統括する担当役員であ

り、企業の情報戦略のトップである。新宿区では情報化統括

管理者ともいう。総合政策部を担当する副区長がこれに該当

する。なお、副区長はＣＩＯとＣＩＳＯを兼任しており、合

わせて最高情報統括責任者という。 

関連用語：ＣＩＯオフィス、ＣＩＳＯ 

 ＣＩＯオフィス ＣＩＯの意思決定を支援する事務局のこと。新宿区では情報

化検討部会ともいう。総合政策部情報システム課の職員など

がこれに該当する。 

関連用語：ＣＩＯ 

 ＣＩＳＯ 

【Chief Information 

Security Officer】 

企業などの組織に置かれる役員クラスの役職の一つで、情報

セキュリティを管掌する者。情報システムや通信ネットワー

クへの内外からの攻撃に備え、システムの運用指針や対策基

準の策定、機器やソフトウェアへの安全対策や監視、有事の

際の対応などを統括する。新宿区では最高情報セキュリティ

責任者ともいう。総合政策部を担当する副区長がこれに該当

する。なお、副区長はＣＩＯとＣＩＳＯを兼任しており、合

わせて最高情報統括責任者という。 

関連用語：ＣＩＯ 

 ＣＭＳ 

【Contents Manage

ment System】 

Ｗｅｂコンテンツを構成するテキストや画像、レイアウト情

報などを一元的に保存・管理し、サイトを構築したり編集し

たりするソフトウェアのこと。 

 ＣＯＢＩＴ（読み：コビ

ット） 

【Control Objectives

 for Information and

 related Technology】 

企業などの組織において情報システムを適切に管理するため

の指針や規約、標準的な工程などを定めた包括的なガイドラ

インの一つ。ＩＣＴ統制に関する国際的な団体であるＩＴＧ

Ｉ（IT Governance Institute）及びＩＳＡＣＡ（Informa

tion Systems Audit and Control Association）が策

定・公表している。 

 ＣＳＩＲＴ（読み：シー

サート） 

【Computer Security

 Incident Response 

Team】 

 

 

 

企業や行政機関などに設置される組織の一種で、コンピュー

タシステムやネットワークに保安上の問題につながる事象が

発生した際に対応する組織。新宿区では総合政策部情報シス

テム課などがこれに該当する。 
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牽引 用語 解説 

Ｄ ＤＲ 

【Disaster Recovery】 

ディザスタ・リカバリ。自然災害などで被害を受けたシステ

ムを復旧・修復すること。また、そのための備えとなる機器

やシステム、体制のこと。「システムを災害から守る」のみな

らず、各種の障害は必ず起こりえるものと想定し、いかに効

率よく迅速に復旧するかという点から災害対策を捉える。シ

ステム停止による利益の損失を最小限に抑えることを目的と

する。 

Ｅ ｅ-Ｊａｐａｎ戦略 すべての国民が情報通信技術を活用できる環境を整えること

を骨子として日本政府が２０００年に策定した、日本型ＩＣ

Ｔ社会の実現に向けた構想のこと。 

 ＥＢPＭ 

【Evidence-Based P

olicy Making】 

統計データなど、客観的なエビデンス（根拠・証拠）に基づ

いて、政策立案・政策形成を行う考え方。 

 Ｅｄｔｅｃｈ（読み：エ

ドテック） 

Education（教育）と Technology（科学技術）を掛け合わ

せてできた造語。教育とＩＣＴを融合させて生み出す新しい

教育サービスのこと。 

 Ｅｍ-ＮＥＴ（読み：エ

ムネット） 

緊急情報ネットワークシステム。行政専用の通信回線「ＬＧ

ＷＡＮ」を利用して、国と地方自治体との間で緊急時に必要

な情報を送受するシステムの通称。首相官邸が地域を指定し

て当該地域の都道府県・市町村へメッセージを発信、当該地

域の自治体はアラートを強制的に受信する。これによって、

有事における緊急性の高い情報の迅速かつ確実な伝達が期待

される。 

 ＥＵＣ 

【End User Computi

ng】 

企業などで情報システムを利用して現場で業務を行う従業員

や部門（エンドユーザ、ユーザ部門）が、自らシステムやソ

フトウェアの開発・構築や運用・管理に携わること。 

関連用語：ＥＵＣ機能 

 ＥＵＣ機能 エンドユーザーが、自部門の業務に必要なシステムの開発に

利用できる機能のこと。アプリケーションソフトのマクロ機

能やスクリプト機能などがこれに該当する。 

関連用語：ＥＵＣ 

 ｅラーニング コンピュータなどのデジタル機器、通信ネットワークを利用

して教育、学習、研修などの活動を行うこと。遠隔地にも教

育を提供できる点や、コンピュータならではの教材が利用で

きる点などが特徴。 
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牽引 用語 解説 

Ｇ ＧＩＳ 

【Geographical Infor

mation System】 

デジタル化された地図（地形）データと、統計データや位置

の持つ属性情報などの位置に関連したデータとを、統合的に

扱う情報システム。「地理情報システム」と訳されることもあ

る。 

 ＧＰ 

【Group Policy】 

オペレーティングシステムにある機能の一つ。企業内で使う

ことが多い。ユーザーがそのコンピュータネットワーク内で

何ができ、何ができないかを制御できる。 

関連用語：ＧＰＯ 

 ＧＰＯ 

【Group Policy Obje

ct】 

ＧＰで制御した情報が記録されているコンピュータ内部の場

所のこと。 

関連用語：ＧＰ 

Ｉ ＩａａＳ（読み：イアー

ス） 

【Infrastructure as a

 Service】 

情報システムの稼動に必要な機材や回線などの基盤（インフ

ラ）を、インターネット上のサービスとして遠隔から利用で

きるようにしたもの。また、そのようなサービスや事業モデ

ル。 

関連用語：ＰａａＳ、ＳａａＳ 

 ＩＣＴガバナンス 

【ICT governance】 

企業などが自社の情報システムの導入や運用を組織的に管理

する仕組み。企業の内部統制の一環として、また、株主や顧

客など外部の利害関係者への説明責任から、ＩＣＴガバナン

スの整備の必要性が叫ばれている。 

 ＩＣカード 

【IC card】 

キャッシュカード大のプラスチック製カードに極めて薄い半

導体集積回路（ＩＣチップ）を埋め込み、情報を記録できる

ようにしたカード。電子マネーやテレホンカードなどに応用

されている。ＩＣカードは磁気カードに比べて１００倍近い

データを記録でき、データの暗号化も可能なため偽造にも強

い。 

 ＩＤＳ 

【Intrusion Detection

 System】 

サーバやネットワークの外部との通信を監視し、攻撃や侵入

の試みなど不正なアクセスを検知して管理者にメールなどで

通報するシステム。 

 ＩｏＴ 

【Internet of Thing

s】 

コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、世の中に存

在する様々な物体（モノ）に通信機能を持たせ、インターネ

ットに接続したり相互に通信したりすることにより、自動認

識や自動制御、遠隔計測などを行うこと。 
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 ＩｏＴ／ビッグデータ

時代に向けた新たな情

報通信政策の在り方 

ＩｏＴ／ビッグデータ時代を見据えた我が国の情報通信政策

の在り方について総合的な検討を行うための総務省による情

報通信審議会への諮問事項。（総務省平成２７年諮問第２３

号） 

関連用語：ＩｏＴ総合戦略 

 

 

 ＩｏＴ総合戦略 「ＩｏＴ／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の

在り方」（総務省平成２７年諮問第２３号）の第三次中間答申

として情報通信審議会により取りまとめられたもの。施策目

標、検討・実施の主体、スケジュールを明確化したうえで施

策を整理したものになっている。 

関連用語：ＩｏＴ／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方 

Ｊ Ｊ-ＡＬＥＲＴ（読み：

ジェイアラート） 

全国瞬時警報システム。緊急地震速報等の自然災害情報や、

弾道ミサイル情報等の国民保護情報といった対処に時間的余

裕のない事態に関する緊急情報を、消防庁から人工衛星及び

地上回線を用いて送信し、市区町村の同報系防災行政無線等

を自動的に起動させることにより、住民に瞬時に伝達するシ

ステム。 

 ＪＩＳＸ８３４１適合

レベルＡＡ準拠（読み：

ジスエックス～） 

ホームページ等を高齢者や障害者を含む誰もが利用できるも

のとするための基準を定めた規格。ウェブコンテンツが満た

すべきアクセシビリティの品質基準として、レベルＡ、レベ

ルＡＡ、レベルＡＡＡという３つのレベルの達成基準が定め

られている。総務省は公的機関に対してレベルＡＡ対応を推

奨している。 

関連用語：アクセシビリティ 

Ｌ ＬＧＷＡＮ（読み：エル

ジーワン） 

【Local Government

 WAN】 

総合行政ネットワーク。地方自治体のコンピュータネットワ

ークを相互接続した広域ネットワーク。都道府県、市区町村

の庁内ネットワークが接続されており、中央省庁の相互接続

ネットワークである霞ヶ関ＷＡＮにも接続されている。 

Ｐ ＰａａＳ（読み：パース） 

【Platform as a Ser

vice】 

アプリケーションソフトが稼動するためのハードウェアやＯ

Ｓなどの基盤（プラットフォーム）一式を、インターネット

上のサービスとして遠隔から利用できるようにしたもの。ま

た、そのようなサービスや事業モデル。ソフトウェアをＳａ

ａＳとして提供するための実行環境や課金サービスなどの基

盤を提供するサービスを意味する場合もある。 
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関連用語：ＩａａＳ、ＳａａＳ 

Ｒ ＲＰＡ 

【Robotic Process A

utomation】 

認知技術（ルールエンジン・機械学習・ＡＩ等）を活用した、

主にホワイトカラー業務の効率化・自動化の取組みのこと。

人間の補完として業務を遂行できることから、仮想知的労働

者（Digital Labor）とも言われている。 

関連用語：ＡＩ、機械学習 

 

Ｓ ＳａａＳ（読み：サース） 

【Software as a Ser

vice】 

ソフトウェアを通信ネットワークなどを通じて提供し、利用

者が必要なものを必要なときに呼び出して使うような利用形

態のこと。サービス型ソフトウェアとも呼ばれる。 

関連用語：ＩａａＳ、ＰａａＳ 

 ＳＩＥＭ（読み：シーム） 

【Security Informatio

n and Event Manag

ement】 

セキュリティソフトの一つで、様々な機器やソフトウェアの

動作状況の記録（ログ）を一元的に蓄積・管理し、保安上の

脅威となる事象をいち早く検知・分析するもの。 

 ＳＮＳ 

【Social Networking 

Service】 

ソーシャルメディアの一つ。人と人との社会的なつながりを

維持・促進する様々な機能を提供する、会員制のオンライン

サービス。友人・知人間のコミュニケーションを円滑にする

手段や場を提供したり、趣味や嗜好、居住地域、出身校、あ

るいは「友人の友人」といった共通点やつながりを通じて新

たな人間関係を構築したりする場を提供するサービスで、Ｗ

ｅｂサイトや専用のスマートフォンアプリなどで閲覧・利用

することができる。 

関連用語：ソーシャルメディア 

 ＳＯＣ（読み：エスオー

シー／ソック） 

【System on Chip】 

ある装置やシステムの動作に必要な機能のすべてを、一つの

半導体チップに実装する方式。ターゲットとなる装置により

構成は異なるが、マイクロプロセッサを核に各種のコントロ

ーラ回路やメモリなどを統合したチップが多い。 

Ｖ ＶＲ 

【Virtual Reality】 

人間の感覚器官に働きかけ、現実ではないが実質的に現実の

ように感じられる環境を人工的に作り出す技術の総称。 

Ｗ ＷＡＦ（読み：ワフ） 

【Web Application Fi

rewall】 

Ｗｅｂアプリケーションへの外部からの攻撃・侵入を検知・

防止するシステム。Ｗｅｂサーバとインターネットなどの外

部ネットワークとの間に設置され、サーバへのアクセスを監

視し、攻撃とみなされるアクセスパターンを検知するとブロ

ックする。 

 Ｗｅｉｂｏ（読み：ウェ 中国語表記では「微博」。中国の新浪公司が提供しているミニ
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イボ／ウェイボー） ブログ（簡易ブログ）の呼称。中国では、Twitter や Faceb

ook、YouTube といった海外発のソーシャルメディアが政

府の規制によって市場参入を許されておらず、その代わりに、

よく似たサービスが中国企業によって立ち上げられた。ミニ

ブログの元祖ともいえる「Twitter」によく似たインターフェ

ースを持ち、しばしば「中国版ツイッター」と呼ばれる。 

関連用語：ＳＮＳ、ソーシャルメティア 

 Ｗｉ-Ｆｉ（読み：ワイ

ファイ） 

【Wireless Fidelity】 

無線ＬＡＮ機器が標準規格であるＩＥＥＥ８０２．１１シリ

ーズに準拠していることを示すブランド名。また、無線ＬＡ

Ｎ自体のこと。 

関連用語：アクセスポイント、公衆アクセスポイント 

あ アイデアソン 

【ideathon】 

Idea（アイデア）と Marathon（マラソン）を掛け合わせて

できた造語。ある特定のテーマについて多様性のあるメンバ

ーが集まり、対話を通じて、新たなアイデア創出やアクショ

ンプラン、ビジネスモデルの構築などを短期間で行うイベン

トのこと。主にＩＣＴ分野で使われている。 

関連用語：ハッカソン 

 アウトソーシング 

【outsourcing】 

企業が業務の一部を別の企業などに委託すること。外注、外

製、外部委託、業務委託、社外調達などもほぼ同義。自社で

人員を確保するのが困難な高度に専門的な業務や、専業の事

業者の方が低コストで処理できるような業務で行われること

が多い。 

 アクセシビリティ 

【accessibility】 

情報やサービス、ソフトウェアなどが、どの程度広汎な人に

利用可能であるかを表す語。特に、高齢者や障害者などハン

ディを持つ人にとって、どの程度利用しやすいかという意味

で使われることが多い。 

 アクセスポイント 

【access point】 

通信ネットワークの末端でコンピュータなどからの接続要求

を受け付け、ネットワークへの通信を仲介する施設や機器の

こと。 

関連用語：Ｗｉ-Ｆｉ、公衆アクセスポイント 

い 医療等ＩＤ制度 医療等分野における個人番号制度のこと。運用にあたっては

マイナンバー制度のインフラを活用する。政府は２０１８年

度から段階的に運用を始め、２０２０年の本格運用を目指し

ている。 

う ウェアラブル 

【wearable】 

腕時計型やメガネ型など、直接身に着けられるほど小さいコ

ンピュータ等のこと。常時電源ＯＮの状態で身に着けること
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を前提として開発されている。 

 微博（読み：ウェイボ／

ウェイボー） 

→ Ｗｅｉｂｏの項を参照 

お オープンデータ 

【open data】 

何らかの権利に基づく制限を課されることなく、誰でも自由

に入手、加工、利用、再配布などすることができるよう公開

されたデータ。 

関連用語：オープンデータカタログサイト 

 オープンデータカタロ

グサイト 

オープンデータの案内や横断的検索を目的としたウェブサイ

トのこと。 

関連用語：オープンデータ 

か 仮想化技術 １台のコンピュータの中に、複数の仮想コンピュータを作り、

それぞれに別々の基本ソフトを入れて動かす技術。 

 官民データ活用推進基

本法 

少子高齢化などの様々な課題に対応するため、国、自治体、

独立行政法人、民間事業者などが管理するデータを活用した

新ビジネスの創出や、データに基づく行政、医療介護、教育

などの効率化が期待されている。このような期待を受け、官

民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進

するために施行された法律。（平成２８年法律第１０３号） 

関連用語：世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本

計画 

き 機械学習 データから反復的に学習し、そこに潜むパターンを見つけ出

すこと。学習した結果を新たなデータにあてはめることで、

パターンにしたがって将来を予測することができる。人手に

よるプログラミングで実装していたアルゴリズムを、大量の

データから自動的に構築可能になるため、様々な分野で応用

されている。ＡＩ（人工知能）＞機械学習＞ディープラーニ

ングという構造になっている。 

関連用語：ＡＩ、ディープラーニング 

 基本構想 平成３７（２０２５）年の新宿を想定し、区の基本理念、め

ざすまちの姿、まちづくりの基本目標、区政運営の基本姿勢

を示した構想。 

関連用語：総合計画 

 キャリア・スキルシート 当人の職歴として、経験したキャリアを記載した書面のこと。

第三者に提示するために履歴書とともに使用される。職務経

歴書。 
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 共通語彙基盤 情報を正しく効率的に交換、活用していくために、人名、住

所、組織、物等、データを体系的、かつ、構造的に定義する

ための仕組み。用語の参照辞書を整備することで、各種デー

タの同一性の確認を容易にし、その結果として、システム間

の連携やオープンデータの活用を容易にできる。 

関連用語：オープンデータ 

 

 

 

く クラウド 

【cloud】 

クラウドコンピューティング、クラウドサービスの略。イン

ターネットを利用したサービスの利用形態を表す。インター

ネット上の様々なハードウェアやソフトウェアの資源をクラ

ウド（雲）として捉えて、サーバ群の存在を意識することな

く、様々な処理をサービスとして利用する。クライアントは、

インターネットへの接続機能やＷｅｂブラウザなど最低限の

環境を用意するだけで、電子メールやグループウェア、業務

システムといった様々なサービスが利用できる。 

関連用語：クラウドサービス、自治体クラウド 

 クラウドサービス 

【cloud service】 

従来は手元のコンピュータに導入して利用していたようなソ

フトウェアやデータ、あるいはそれらを提供するための技術

基盤（サーバなど）を、インターネットなどのネットワーク

を通じて必要に応じて利用者に提供するサービス。「ＡＳＰサ

ービス」「ＳａａＳ」「ＰａａＳ」などとほぼ同様の概念だが、

これらを包含したより包括的な概念で、何らかのコンピュー

ティング資源（ソフトウェア、ハードウェア、処理性能、記

憶領域、ファイル、データなど）をネットワークを通じて利

用する形態の総称として用いられることが多い。 

関連用語：ＳａａＳ、ＰａａＳ、クラウド 

 グループウェア 

【groupware】 

組織や集団の内部で情報を共有したりコミュニケーションを

取ったりすることができるソフトウェアのこと。 

こ 公衆アクセスポイント 無線ＬＡＮを利用したインターネットへの接続を提供するサ

ービスを指す。そのアクセスポイントから受信できる場所を、

無線ＬＡＮスポット、Ｗｉ-Ｆｉスポット、フリースポット、

ホットスポットなどと呼ぶ。一つのアクセスポイントから受

信できる範囲は半径２０ｍ程度。 

関連用語：Ｗｉ-Ｆｉ、アクセスポイント 



98 

牽引 用語 解説 

 小型電子計算組織 新宿区電子計算組織管理運営規程による定義。中央電子計算

組織以外の小規模業務を処理するのに適した電子計算組織

（パーソナルコンピュータ、オフィスコンピュータ等の汎用

電子計算機）のこと。 

関連用語：中央電子計算組織 

 子育てワンストップサ

ービス 

子育てに関する行政手続がワンストップでできるサービスの

こと。具体例の一つとしては、政府が運営するオンラインサ

ービスのマイナポータルがこれに該当する。 

関連用語：ワンストップサービス 

 コンテンツフィルタ 

【contents filter】 

コンテンツフィルタリングを実施するソフトウェアやサービ

スのこと。 

関連用語：コンテンツフィルタリング 

 コンテンツフィルタリ

ング 

【contents filtering】 

インターネットを通じて流入する情報（主にＷｅｂページの

内容）を監視し、あらかじめ設定された条件に合致したもの

を排除・遮断する技術。 

関連用語：コンテンツフィルタ 

さ サイバー攻撃 

【cyberattack】 

コンピュータシステムやインターネットなどを利用して、標

的のコンピュータやネットワークに不正に侵入してデータの

詐取や破壊、改ざんなどを行なったり、標的のシステムを機

能不全に陥らせたりすること。特定の組織や集団、個人を狙

ったものと、不特定多数を無差別に攻撃するものがある。 

関連用語：標的型攻撃、ランサムウェア 

し 次世代通信規格５Ｇ ２０１８年現在、規格化が進行中の次世代無線通信システム

のこと。前世代（４Ｇ）に比べて一層高速かつ大容量の通信

の実現が図られる。 

 自治体クラウド 地方公共団体が情報システムを庁舎内で保有・管理すること

に代えて、外部のデータセンターで保有・管理し、通信回線

を経由して利用できるようにする取組み。複数の地方公共団

体の情報システムの集約と共同利用を進めることにより、経

費の削減及び住民サービスの向上等を図るもの。 

関連用語：クラウド 

 情報提供ネットワーク

システム 

マイナンバーと関連付けられた個人情報を関係機関の間でや

り取りするためのコンピュータネットワークによる情報シス

テムのこと。マイナンバー法の規定に基づいて、総務大臣が

設置・管理する。２０１７年１１月稼働開始。 

 人工知能 → ＡＩの項を参照 
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す ストレージサービス 

【storage service】 

インターネット上でファイル保管用のディスクスペースを貸

し出すサービス。職場と自宅、あるいはノートパソコンなど

との間でのデータのやり取りや、複数人でのデータの共有な

どが行える。利用できる容量は数ＭＢ～１００ＭＢ程度のサ

ービスが多い。 

スマート自治体 ＡＩ等を活用し、自治体の業務を自動化・標準化することに

より、行政サービスを効率的に行う自治体。 

せ 静的検知 アンチウイルスソフトなどがウイルスの存在を検知する手法

で、プログラムを実行せずに、ウイルスなどの特徴を捉えて

検知する手法。 

関連用語：動的検知、振る舞い検知 

 世界最先端ＩＴ国家創

造宣言・官民データ活用

推進基本計画 

官民データ活用推進基本法（平成２８年法律第１０３号）第

８条第１項の規定に基づき、官民データ活用の推進に関する

基本的な計画として定められたもの。 

関連用語：官民データ活用推進基本法 

 センサーネットワーク 

【sensor network】 

電源と無線通信機能を内蔵した小型のセンサー機器を分散し

て設置し、それら協調して動作させることで、施設や設備の

監視・制御や、環境や空間の観測などを行なう通信ネットワ

ークのこと。 

そ 総合計画 平成３０（２０１８）年度～平成３９（２０２７）年度の１

０年間を計画期間として、基本構想を実現するための新宿区

の基本的施策の方向性や、都市計画に関する基本的な方針等

を体系的に示した計画。 

関連用語：基本構想 

 ソーシャルメディア 

【social media】 

インターネット上で展開される情報メディアのあり方で、個

人による情報発信や個人間のコミュニケーション、人の結び

つきを利用した情報流通などといった社会的な要素を含んだ

メディアのこと。ソーシャルメディアの一つとしてＳＮＳが

ある。 

関連用語：ＳＮＳ 

ち 地域ＩｏＴ実装推進ロ

ードマップ 

総務省では、ＩｏＴ等の本格的な実用化の時代を迎え、これ

までの実証等の成果の横展開を強力、かつ、迅速に推進する

ため、平成２８年９月から「地域ＩｏＴ実装推進タスクフォ

ース」を開催し、検討を進めてきた。同タスクフォースにお

いて、取りまとめられ公表されたロードマップ（将来計画を

時系列でまとめたもの）のこと。 
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 地域ポータルサイト 地域の観光情報やイベント情報、お店の情報などを総合的に

取り扱うサイトのこと。 

関連用語：ポータルサイト 

 チャットボット 

【chatbot】 

Chat（チャット）と Bot（ボット：ロボットの略称）を掛け

合わせてできた造語。ＡＩ（人工知能）を用いて人間と自然

な対話・応答を行うコンピュータプログラムの総称のこと。

特に Twitter をはじめとするソーシャルメディア等でユーザ

ーの問いかけに反応するボットを指す場合が多い。 

関連用語：ＡＩ、ソーシャルメディア 

 

 

 中央電子計算組織 新宿区電子計算組織管理運営規程による定義。新宿区総合政

策部情報システム課に設置した電子計算組織（端末装置及び

小型電子計算組織を除く。）のこと。 

関連用語：小型電子計算組織 

て ディープラーニング 

【deep learning】 

深層学習。人間の脳神経回路を模したニューラルネットワー

クを多層的にすることで、コンピュータ自らがデータに含ま

れる潜在的な特徴を捉え、より正確で効率的な判断を実現さ

せる技術や手法。音声認識と自然言語処理を組み合わせた音

声アシスタントや画像認識など、パターン認識の分野で実用

化されている。ＡＩ（人工知能）＞機械学習＞ディープラー

ニングという構造になっている。 

関連用語：ＡＩ、機械学習 

 ディザスタ・リカバリ → ＤＲの項を参照 

 データセンター 

【data center】 

顧客のサーバを預かり、インターネットへの接続回線や保

守・運用サービスなどを提供する施設。「インターネットデー

タセンター」（ＩＤＣ）とも呼ばれる。自らが用意したサーバ

を顧客に貸し出すホスティングサービスを提供する業者もあ

る。 

 デジタルサイネージ 

【digital signage】 

屋外や店頭などに設置された液晶ディスプレイなどの映像表

示装置。近くにいる人や通りすがりの人に案内情報や広告な

どを表示する装置で、看板やポスターなどを電子化したもの。 

 デジタルトランスフォ

ーメーション（ＤＸ） 

【Digital Transforma

tion】 

ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変

化させること。 
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 デバイス 

【device】 

プリンタやマウス、ＵＳＢ機器など、パソコンに接続する周

辺機器の総称のこと。 

 テレワーク 

【telework】 

コンピュータや通信回線などを利用して、勤務先のオフィス

以外の場所で仕事をすること。 

 電子書籍 紙とインクを利用した印刷物ではなく、電磁的に記録された

情報のうち、従来の書籍（雑誌を含む）を置き換える目的で

作成されたコンテンツをいう。そのため目次、ページ送り、

しおり、奥付など書籍としての体裁を整えたものが多い。 

 電子署名 デジタル文書の正当性を保証するために付けられる署名情

報。文字や記号、マークなどを電子的に表現して署名行為を

行うこと全般を指す。現実の世界で行われる署名を電子的手

段で代替したもの。 

 

 

と 動的検知 アンチウイルスソフトなどがウイルスの存在を検知する手法

で、プログラムの実行を通して、ウイルスなどの特徴を捉え

て検知する手法。 

関連用語：静的検知、振る舞い検知 

 ドローン 

【drone】 

無人で遠隔操作や自動制御によって飛行できる航空機の総

称。 

は ハッカソン 

【hackathon】 

Hack（ハック）と Marathon（マラソン）を掛け合わせて

できた造語。コンピュータのソフトウェア開発に関するイベ

ントの一種で、参加者が会場に集って数時間から数日をかけ

て集中的に作業に取り組み、一つの技術分野や製品、テーマ

などに関連するコンピュータプログラムを開発したり、既存

のプログラムを改良したりするもの。 

関連用語：アイデアソン 

 ハッシュタグ 

【hash tag】 

Twitter で発言をグループ化して検索・表示することができ

る標識のこと。「＃」記号に続けて単語やフレーズを記述した

もので、同じハッシュタグを持つ発言を集めて掲示板のよう

に一覧にすることができる。 

 バリアフリーマップ 

【barrier free map】 

障害者用トイレの有無や通路の段差情報など、車いすや高齢

者向けの情報が表現された地図のこと。 

ひ ビッグデータ 

【big data】 

従来のデータベース管理システムなどでは記録や保管、解析

が難しいような巨大なデータ群。明確な定義があるわけでは
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なく、企業向け情報システムメーカーのマーケティング用語

として多用されている。 

 標準化 情報の保存や情報をやり取りする仕組み、又はシステムを導

入する際の手順や運用方法などのルールを定め、情報やシス

テムをより効果的・効率的に利用できるようにすること。 

 標的型攻撃 特定の個人や組織、情報を狙ったサイバー攻撃のこと。企業

や国家の機密情報の詐取を目的に行われることが多い。 

関連用語：サイバー攻撃 

ふ ファイアウォール 

【firewall】 

あるコンピュータやネットワークと外部ネットワークの境界

に設置され、内外の通信を中継・監視し、外部の攻撃から内

部を保護するためのソフトウェアや機器、システムなどのこ

と。 

 

 

 フィッシングサイト 

【phishing site】 

暗証番号やクレジットカード番号などを詐取することを目的

として、金融機関などの正規のＷｅｂサイトを装ったＷｅｂ

サイトのこと。 

 プッシュ配信 インターネットでサーバ側からユーザーの端末に情報を配信

する仕組みのこと。インターネットでは、端末側が欲しい情

報をサーバ側にリクエストして取得するプル配信が主流だ

が、ユーザーがリクエストしていなくても、サーバ側から情

報を自動的に送りつける、プッシュ配信が利用される場合が

ある。 

 振る舞い検知 動的検知の一つで、実行中のプログラムの振る舞い（behav

ior）を監視して、不審な処理が行われていないかを調べる方

式。 

関連用語：静的検知、動的検知 

へ ヘルプデスク 

【help desk】 

企業内で、顧客や社員など内外からの問合せに対応する部門。

製品の使用方法やトラブル時の対処法、苦情への対応など

様々な問合せを一括して受け付ける。 

ほ ポータルサイト 

【portal site】 

Ｗｅｂ上の様々なサービスや情報を集約して簡単にアクセス

できるようにまとめた、Ｗｅｂ利用の起点となるＷｅｂサイ

トのこと。 

関連用語：地域ポータルサイト 

み ミラーサイト あるＷｅｂサイトの内容をそっくりそのまま複製したサイト
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【mirror site】 のこと。元のサイトとは異なるＷｅｂサーバやドメイン名（ホ

スト名）で公開される。 

も モバイルＰＣ 

【mobile PC】 

持ち運びしやすいパソコンのこと。通常は重量１ｋｇ以下の

ノートパソコンのことをモバイルＰＣと表現している。 

 モバイルパソコン → モバイルＰＣの項を参照 

ゆ ユーザビリティ 

【usability】 

ソフトウェアやＷｅｂサイトの「使いやすさ」のこと。様々

な機能になるべく簡単な操作でアクセスできることや、使っ

ていてストレスや戸惑いを感じないことなどが、優れたユー

ザビリティにつながる。また、ユーザーが目標の操作を完了

するまでに費やした労力などもユーザビリティの指標とな

る。ソフトウェアの使用感を指すことが多いが、広くハード

ウェアまで含めた工業製品全般に対して使う場合もある。 

 

 

 ユニバーサルデザイン

【universal design】 

文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障害・能

力の如何を問わずに利用することができる施設・製品・情報

の設計（デザイン）のこと。 

ら ランサムウェア 

【ransomware】 

「トロイの木馬」型のコンピュータウイルスの一種で、感染

したコンピュータが正常に利用できないよう「人質」に取り、

復元のために代価の支払いを要求するソフトウェア。“rans

om”は「身代金」の意。 

関連用語：サイバー攻撃 

わ ワンストップサービス 

【one stop service】 

一度の手続きで、必要とする関連作業をすべて完了させられ

るように設計されたサービス。特に、様々な行政手続を一度

に行える「ワンストップ行政サービス」のことを指す場合が

多い。 

関連用語：子育てワンストップサービス 
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